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令和７年度決算についての会計管理者説明要旨

令和７年度秋田県一般会計及び特別会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、一般会計についてでありますが、

予算現額 ７，５１２億７，９７１万円に対し

歳入決算額は ６，５４２億 ３００万円

歳出決算額は ６，３６０億３，１３９万円でありまして

差し引き １８１億７，１６１万円の剰余金が生じました。

この額から翌年度へ繰り越すべき財源７７億９，９０６万円を差し引いた実質収支額は、１０３億７，２５５

万円となっております。

この決算規模を前年度と比較しますと、歳入においては５４億１，７２８万円、歳出においては３２億１，９

８４万円それぞれ増となっております。

次に、歳入決算の内容についてでありますが、

予算現額 ７，５１２億７，９７１万円に対し

調定額は ６，６１１億３，１０２万円
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収入済額は ６，５４２億 ３００万円となっており

予算現額に対する収入率は８７．１パーセント、調定額に対する収入率は９９．０パーセントで、不納欠損額は

５，６１８万円、収入未済額は６８億７，１８４万円となっております。

予算現額に対する収入済額の増減の主なものについて申し上げますと、増となったものは、地方交付税２３億

７，２７９万円、県税３億２，２４９万円、財産収入５，３８６万円などでありますが、これは、いずれも実績

増によるものであります。また、減となったものは、国庫支出金５８９億１，１９８万円、県債３７４億１，７

８０万円、分担金及び負担金２１億８，８０７万円などでありますが、これは、主として繰越明許費など繰越事

業の未収入特定財源として翌年度へ繰越しされたことによるものであります。

次に、歳出決算の内容についてでありますが、

予算現額 ７，５１２億７，９７１万円に対し

支出済額は ６，３６０億３，１３９万円

翌年度繰越額は ９９４億８，５０１万円となっており

予算現額に対する支出率は、８４．７パーセントとなっております。

また、不用額は１５７億６，３３１万円でありますが、土木災害復旧事業の実績減等により生じたものであり

ます。
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次に、特別会計について申し上げます。

証紙特別会計など１７会計でありますが、その合計額について申し上げます。

予算現額 ２，５９３億３，８６０万円に対し

歳入決算額は ２，６３５億７，０２１万円

歳出決算額は ２，５４８億６，６６８万円でありまして

差し引き ８７億 ３５３万円の剰余金が生じました。

歳入につきましては、予算現額に対し１０１．６パーセントの収入率となっております。

歳出につきましては、予算現額に対し９８．３パーセントの支出率で、翌年度繰越額は３億３０８万円、不用

額は４１億６，８８４万円となっております。

以上が、令和７年度決算の概要であります。
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令和７年度決算についての総務部長説明要旨

令和７年度総務部関係一般会計及び特別会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、一般会計歳入についてでありますが、予算現額４，１９３億６，１１６万円、収入済額４，２０２億９，

５８０万円で、１００．２パーセントの収入率となっております。

次に、一般会計歳出についてでありますが、予算現額１，７２３億２，７９５万円、支出済額１，６９６億５，２

６４万円で、９８．４パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は次のとおりであります。

行政サービスの提供のあり方検討につきましては、有識者会議からの提言を踏まえ、地域振興局における個別業務

の見直しを継続的に推進したほか、見直しへの県民の理解醸成や地域での議論を深めるため、３地域における市町村

との懇談会や全県規模のフォーラムを開催しました。

フォーラムには約３００人が来場したほか、オンライン配信においても約３００回の視聴があり、参加者へ実施し

たアンケートでは、自治体や行政が抱える課題についての理解が深まったという回答が９割を超えるなど、今後の見

直しに向けた県民や市町村との共通認識の形成につなげることができました。

さらに、公共施設等の全庁横断的なマネジメントにより、持続可能な行政経営に向けた全庁的な取組を推進するた
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め、「行政経営戦略本部」において、各施設のあり方検討の状況、及び集約や譲渡等に向けた進捗状況を確認し、そ

の内容を令和８年３月に策定した「第２期あきた公共施設等総合管理計画」に反映させました。第１期の総合管理計

画では、インフラ施設を除く公共施設の延べ床面積を６パーセント縮減する目標としていましたが、実績が６．０４

パーセントとなり、目標を達成しました。 （支出済額 ２４５万円）

職員の人材育成につきましては、県と市町村の合同研修や県単独研修などにより、職務遂行に必要な知識・技能の

習得のほか、マネジメント能力の向上を図りました。 （支出済額 ３，３４５万円）

個人住民税等の収入確保につきましては、滞納整理の支援と市町村税務職員の賦課徴収技術の維持・向上のため、

滞納整理等に係る各種研修とあわせ、徴収困難事案や適正賦課等に係る相談対応を実施し、相談事案については質疑

応答集として各市町村へ共有しました。 （支出済額 ４９万円）

なお、広報広聴課関係の広報・広聴推進費（支出済額１，４２６万円）、広報事業費（支出済額７，５２２万円）、

県庁発信力強化事業（支出済額４８８万円）につきましては、令和８年度より政策企画部へ所管が移動しております

ので、説明を省略いたします。

また、広報・広聴の推進につきましては、県民からの提言や意見等を施策推進や業務改善に活かすため、知事への

手紙や県民行政相談員制度による広聴活動を実施しました。

さらに、情報公開や個人情報の開示を適切に行い、透明性の高い県政の推進に努めました。
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（支出済額 １億１，９４５万円）

強靱な県土の実現と防災力の強化につきましては、自主防災組織育成指導者研修会の開催や県防災アドバイザーの

派遣、自主防災組織リーダー等スキルアップ研修会を通じ、地域防災を担う自主防災組織のリーダー等が必要な専門

的知識や実務能力を習得することにより、地域防災力の向上を図りました。

また、防災士養成研修講座及び試験の開催により、地域防災のリーダーとなる防災士を６５名養成しました。

（支出済額 ４４２万円）

消防・防災・危機管理体制の充実につきましては、消防体制を充実・強化するため、消防学校での研修等を通じて、

消防職員及び消防団員の教育訓練を実施し、防災知識の習得と消防技術の錬磨を図りました。

また、令和７年８月３１日には、５６機関・約８００名が参加する「県総合防災訓練」を実施し、防災関係機関の

災害対応力の向上と県民の防災意識の高揚及び防災知識の普及を図りました。

さらに、消防防災ヘリコプター「なまはげ」を遭難者の捜索や、救助・救急搬送等として４３回運航し、１６人の

救助及び救急搬送を行ったほか、避難者の生活環境の質の向上を図るため、ＴＫＢ（トイレ、キッチン及びベッド）

等の県における備蓄及び市町村への助成を行いました。 （支出済額 １３億２６４万円）

次に、予算の繰越しでありますが、継続費逓次繰越１１億７，９２６万円につきましては、次期総合防災情報シス

テム整備事業の委託契約と工事請負差金を翌年度へ繰り越しております。
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また、繰越明許費でありますが、消防学校訓練施設等改修事業について、入札不調により工事期間の確保が困難と

なったため、８９７万円を翌年度に繰り越しております。

次に、不用額についてでありますが、総額１３億７，５１３万円でありまして、その主なものは、人事管理事務費

の実績減による４億２，０４８万円、県税収入に係る還付金及び還付加算金の実績減による２億７，２２４万円、株

式等譲渡所得割交付金の実績減による２億１，１９１万円であります。

次に、公債費管理特別会計について申し上げます。

予算現額は１，５５７億３，８５２万円であり、歳入につきましては、収入済額１，５５７億２，７９３万円で、

９９．９パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は１，５５７億２，７９３万円でありまして、支出率は９９．９パーセントであります。

この予算の執行の概要は、県債の償還等を行ったものであります。

不用額は、１，０５９万円であります。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

有 価 証 券 ７，０００万円（決算年度中増減なし）

出資による権利 ２１億２，３００万円（決算年度中増減なし）

債 権 ９，９８２万円（決算年度中 ２２１万円の減）
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基 金 ７６２億９，１６７万円（決算年度中 ３２億２，２６９万円の増）

となっております。

以上が、総務部関係の決算の概要であります。

- 10 -



令和７年度決算についての政策企画部長説明要旨

令和７年度企画振興部関係一般会計及び特別会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、一般会計歳入についてでありますが、予算現額３０億３，７２０万円、収入済額２７億５，７９３万円

で、９０．８パーセントの収入率となっております。

次に、一般会計歳出についてでありますが、予算現額６７億８，０７２万円、支出済額６２億７７１万円で、９１．

５パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は、次のとおりであります。

行政サービスの向上についてでありますが、デジタル・ガバメントの推進につきましては、職員に対し電子申請シ

ステムの操作研修等を実施することにより、オンライン化された申請・届出手続きは２，２９６件と前年から３２５

件増加したほか、オープンデータについて、秋田デジタルイノベーション推進コンソーシアム会員向けにアンケート

を実施するなどニーズの把握に努め、公開データは２５３件と前年から１２件増加し、県民の利便性の向上につなげ

ました。

また、様々な端末やネットワークからデータへのアクセスが可能で、オンライン会議や共同編集機能により生産性

・快適性の向上が図られるコラボレーションツール「Ｇｏｏｇｌｅ Ｗｏｒｋｓｐａｃｅ」を都道府県では全国で初
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めて全庁導入し、職員の多様な働き方を推進しました。 （支出済額 １１億３，８５９万円）

県・市町村間の協働の推進につきましては、秋田県・市町村協働政策会議を２回開催し、移住・Ａターン及び若者

の県内定着・回帰に向けた連携強化、今後の地域公共交通の維持・確保、ツキノワグマによる被害防止対策の強化、

県独自の被災者生活再建支援制度の創設や屋内児童遊戯施設の整備について合意するなど、県・市町村の効果的な連

携を実現しました。

県民の国際理解の促進と多文化共生の推進につきましては、国際交流員による講座等を５４回実施し、県民の国際

理解を深めるとともに、友好提携先である中国・甘粛省から研修生１名を受け入れ、環境関連施設等の視察を行った

ほか、本県の大学生ら２５名が同省を訪問し、現地の大学生と交流を深めました。

また、県内在住外国人の安全・安心で暮らしやすい環境を確保するため、秋田県国際交流協会内に設置した秋田県

外国人相談センターや地域振興局単位に配置した地域外国人相談員が、在住外国人の様々な生活相談等に適切に対応

しました。 （支出済額 ６，４１９万円）

情報通信インフラ等の整備の促進につきましては、ＤＸ推進の基礎となる５Ｇなどの高速通信基盤を「基幹的な公

共インフラ」と位置づけ、地域格差が生じることのないよう国の責任において通信事業者による整備を促進するよう

要望活動を行ったほか、高齢者のデジタル活用を推進するため、主に学生を講師としたスマートフォン相談会を秋田

市ほか８市で計２９回開催しました。
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また、先進技術に関する県民の理解促進を図るため、ＶＲ（仮想現実）やｅスポーツ、生成ＡＩを活用したプログ

ラミングワークショップ等のデジタル技術を体験できるイベントを県内３か所で開催し、デジタル社会に対する県民

の関心を高めるとともに、将来のデジタル人材育成に向けた機運を醸成しました。 （支出済額 １，３４４万円）

「秋田県総合計画 ～秋田再興への第一歩～」の策定につきましては、秋田県総合政策審議会を３回、企画部会を

３回、各専門部会を１８回、ワーキンググループを６回開催するとともに、知事と県民の意見交換会を９回開催した

ほか、大学生等によるワークショップや県民意識調査を実施し、県が取り組むべき施策等に関する提言や意見を新計

画に反映しました。 （支出済額 ６２１万円）

マーケティング手法の活用による施策の精度向上と成果の最大化につきましては、マーケティング思考を庁内に浸

透させるため、外部アドバイザー３人を招へいし、マーケティングの活用が期待される分野の所管部局との定期的な

打合せや、職員や市町村等を対象とした研修を９回実施したほか、施策の企画立案段階等で活用する事業デザインシ

ートを新たに作成し、予算編成過程で全庁的に活用することにより、移住や観光分野等を中心に、マーケティング思

考に基づく事業を企画立案することができました。

また、人流や検索データの調査・分析ツールの導入と職員向け研修会を実施することにより、的確なニーズの把握

とターゲットの精緻化が可能となり、観光客の滞在時間や移動ルートの把握による訴求コンテンツの明確化、若者の

県内回帰における、学校を卒業して数年以内の民間企業経験者のターゲット化など、客観的なデータに基づく施策立
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案を行うことができました。

さらに、首都圏において、大手メディアやインフルエンサー等の第三者を通じ県の魅力や特色を幅広く発信するた

め、メディア説明会やメディアツアー、インフルエンサーツアーを実施した結果、テレビやウェブ、ＳＮＳ等で多く

の露出を獲得することができ、その効果は広告換算額で１０億４，０００万円に及びました。

（支出済額 ２，３５０万円）

続きまして、組織再編に伴い令和８年度より当部に所管が移動しました事業について、ご説明申し上げます。

総務部広報広聴課関係の広報・広聴の推進につきましては、幅広い年代層に県政情報を分かりやすく伝達するため、

全戸配布広報紙や新聞、テレビ、ラジオに加え、ＬＩＮＥのほか令和８年２月に新たに開設したＩｎｓｔａｇｒａｍな

ど、ソーシャルメディアを活用した広報活動を強化しました。これによりＬＩＮＥ登録者数が２５，９７２人増加し、

３４，０２０人となったほか、Ｉｎｓｔａｇｒａｍのフォロワー数が４，７７７人へと拡大するとともに、県民意識調

査によるデジタル媒体での情報取得の割合が６．５ポイント向上しました。 （支出済額 ９，４３６万円）

あきた未来創造部あきた未来戦略課高等教育支援室関係の地域社会の活性化と産業振興に資する高等教育機関の機

能の強化についてでありますが、多様な資源を活用した教育・研究・社会貢献活動の促進につきましては、秋田県立

大学及び国際教養大学の運営や施設設備等の整備に対して支援を行ったほか、秋田県立大学に対し、アグリイノベー

ション教育研究センターにおける、企業等と連携したスマ－ト農業に係る研究、人材育成、技術開発等に要する経費
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を助成しました。 （支出済額 ５６億９，３２７万円）

次代を担う学生の確保と人材育成への支援につきましては、私立の大学・短期大学等が独自性を発揮し、県内産業

の即戦力となる人材の育成や学生の県内定着を図るために実施する取組に対して助成したほか、県内高等教育機関が

行う入学金及び授業料の減免に対して支援を行い、学生の経済的負担の軽減を図りました。

（支出済額 ５億１，２５２万円）

次に、予算の繰越しでありますが、継続費逓次繰越２億３,１９０万円につきましては、新財務会計システム構築事

業について、事業の進捗による調整を要したことにより翌年度に繰り越しております。

また、繰越明許費でありますが、総額２億２,７８０万円であり、この内訳は、

秋田県ブランド確立事業 １億１，１９５万円（地域未来交付金による翌年度事業の

年度内交付決定のため）

地域ＤＸ推進事業 １，７４５万円（地域未来交付金による翌年度事業の

年度内交付決定のため）

「県民が主役の秋田へ」共創アクション推進事業

１，９９５万円（地域未来交付金による翌年度事業の

年度内交付決定のため）
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私立大学等地域人材育成支援事業 １，５０５万円（地域未来交付金による翌年度事業の

年度内交付決定のため）

秋田県立大学施設設備等整備事業 ４，３８２万円（国の補正予算に伴う補正のため）

国際教養大学施設設備等整備事業 １，９５８万円（国の補正予算に伴う補正のため）

となっております。

次に、不用額についてでありますが、総額３億２，８９７万円でありまして、その主なものは、衆議院議員総選挙

及び最高裁判所裁判官国民審査費の実績減による１億９，８９６万円であります。

次に、市町村振興資金特別会計について申し上げます。

予算現額は１８億２１万円であり、歳入につきましては、収入済額２３億２６９万円で、１２７．９パーセントの

収入率となっております。

また、支出済額は１７億５，９１０万円でありまして、支出率は９７．７パーセントであります。

この予算の執行の概要は、市町村等の社会資本の整備や地域の特色を活かした自主的・主体的な地域づくりを推進

するための各種整備事業等に対し、秋田市ほか１０市町村・一部事務組合に対し、市町村振興資金を貸し付けたもの

であります。

次に、不用額についてでありますが、４，１１１万円でありまして、貸付実績等の減によるものであります。
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次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

有 価 証 券 ５，０００万円（決算年度中増減なし）

出資による権利 １７億４，６００万円（決算年度中増減なし）

債 権 ９９億７，６０６万円（決算年度中 ４億４，５１０万円の減）

となっております。

以上が、企画振興部関係及び組織再編に伴い当部の所管となりました事業の決算の概要であります。
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令和７年度決算についての人口戦略部長説明要旨

令和７年度あきた未来創造部関係一般会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、歳入についてでありますが、予算現額１２億３，４５１万円、収入済額８億４，３２１万円で、６８．

３パーセントの収入率となっております。

次に、歳出についてでありますが、予算現額１２３億９，６６４万円、支出済額１１６億８，７６５万円で、９４．

３パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は、次のとおりであります。

新たな人の流れの創出についてでありますが、首都圏等からの移住の促進につきましては、「あきた暮らし・交流

拠点センター（アキタコアベース）」における相談対応や、マーケティングの視点を取り入れたＳＮＳ広告を展開し

たことにより、移住者数は目標とした８００人に対し７９９人となり、前年実績を１７人上回りました。

（支出済額 ２億４９５万円）

人材誘致の推進と関係人口の拡大につきましては、リモートワークパートナー企業の認定や、企業・社員世帯に対

する支援を行うとともに、首都圏在住のリモートワーカーに向けたＳＮＳ広告等による情報発信や、県内４地域での

企業向け移住体験プログラムを実施したことにより、リモートワーク移住者数は８２人となり、前年実績を１０人上
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回りました。

また、首都圏等在住者との現地交流を通じた関係人口の受入態勢整備を新たに２町村で実施したほか、「あきた暮

らし・交流拠点センター（アキタコアベース）」において、地域の魅力あるコンテンツをテーマとしたセミナーを計

６回開催し、関係人口の拡大を図りました。 （支出済額 ４，５５４万円）

若者の県内定着・回帰の促進につきましては、県内外の学生と企業のマッチングイベントや、インターンシップ等

の内容を学生に紹介するセミナーを開催したほか、学生と県内で働く先輩社会人との交流会の開催など、就職活動の

早い段階で、秋田での暮らしや就職を考える機会を提供しました。

また、ポータルサイト「あきた女性の活躍応援ネット」において、女子大学生の取材による若者目線での仕事や暮

らしの魅力発信を行うなど、県内での多様な働き方の紹介に努めました。 （支出済額 ３億８，０９３万円）

結婚・出産・子育ての希望がかなう社会の実現についてでありますが、結婚・出産・子育てを前向きに捉える気運

の醸成につきましては、本県の魅力や働くこと、家庭を築くこと等を総合的に学び、自らのライフプランを考える機

会になるよう、小学生、中学生、高校生それぞれの段階に応じた副読本を配布し、本県への愛着を育むとともに、将

来のライフイベントに対する前向きな意識を高めたほか、大学生に加え若年の社会人を対象にライフデザイン講座を

実施し、自身の理想のライフプランの設計に向けた意識形成を図りました。 （支出済額 ９，０９５万円）

出会い・結婚への支援につきましては、婚活を前提とした出会いイベントには抵抗感があるという声を踏まえ、よ
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り自然に異性と出会える機会として、趣味や各種体験等を切り口とした気軽に参加できるイベントや規模を拡大した

セミナー付き交流会を開催しました。また、あきた結婚支援センターのＡＩマッチングシステムと結婚コーディネー

ターの支援等により、成婚報告者数は９６人となりました。 （支出済額 ３，２３７万円）

安心して子育てできる体制の充実につきましては、地域の実情やニーズに応じた様々な子育て支援の担い手となる

人材を確保するため、子育て支援員や放課後児童クラブに従事する職員を対象とした研修を実施したほか、子育てに

係る経済的負担の軽減を図るため、保育所等に入所する乳幼児延べ１１，３５８人に対する保育料助成や、延べ１７，

１７１人に対する副食費助成を実施しました。 （支出済額 １９億５，０８３万円）

女性・若者が活躍できる社会の実現についてでありますが、男女共同参画の推進につきましては、県民の意識醸成

のためのイベントを実施したほか、地域におけるジェンダーギャップの解消に向けた住民向けワークショップを開催

し、性別や世代間の相互理解を深めたことで、参加者の行動変容を促す契機となりました。

（支出済額 １６８万円）

あらゆる分野における女性の活躍の推進につきましては、女性の活躍推進に積極的に取り組んでいる企業に対する

職場環境整備への支援や研修会を開催した結果、えるぼし認定企業が６社増加するなど企業の意欲向上につながった

ほか、「あきた♡とも家事」を推進するため、企業の好事例や啓発用動画の発信により、男性の家事・育児参画に向け

た理解促進と機運醸成を図りました。 （支出済額 １，７１８万円）
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若者のチャレンジへの支援につきましては、県民が青少年問題について考え、行動する契機となるよう、青少年健

全育成秋田県大会を開催したほか、あきた若者サポートステーションにおける職場体験やジョブトレーニング等の就

労支援、県内各地の「若者の居場所」における社会貢献活動への参加を支援した結果、６９人の若者の進路決定に結

びつきました。

また、若者の夢の実現に向けた取組に対する支援や専門家からのアドバイスを実施したほか、地域活動に意欲のあ

る若者同士の交流会の開催などにより地域づくり活動を支援しました。 （支出済額 ３，３４７万円）

変革する時代に対応した地域社会の構築についてでありますが、優しさと多様性に満ちた秋田づくりにつきまして

は、差別等の解消に関して複数のメディアを活用した広報・啓発や県民等に対する講座を実施したほか、ＳＤＧｓの

理念を普及・浸透させるため、セミナーの開催や「あきたＳＤＧｓアワード２０２５」の実施を通じて実践事例の普

及と質の向上を促進し、多様な主体による能動的なアクションを後押ししました。 （支出済額 １，１４０万円）

地域住民が主体となった地域コミュニティづくりにつきましては、専門のコーディネーターを設置して全市町村を

訪問し、地域運営組織の意義や形成状況等について周知を図るとともに、中間支援者の確保・育成に向けた研修会を

２回実施し、地域運営組織の形成を支援しました。 （支出済額 ２，０１８万円）

多様な主体による協働の推進についてでありますが、各地域振興局の「地域重点施策推進方針」に基づき、各管内

における地域課題の解決に取り組みました。
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また、市民活動の活性化を図るため、県との協働により地域課題の解決に取り組むＮＰＯ等６団体を支援したほか、

市民活動サポートセンターにおいて、市民活動に関する相談対応や「市民活動情報ネット」を活用した情報発信を行

いました。 （支出済額 ６，９７２万円）

快適で暮らしやすい生活の実現についてでありますが、空き家対策の推進につきましては、空き家相談会を１１回

開催し、空き家の相続など多くの相談に専門家が対応したほか、新聞広告により空き家問題に関する普及啓発を行い、

活用促進や増加抑制に向けた取組の促進を図りました。 （支出済額 ６２５万円）

なお、あきた未来戦略課高等教育支援室関係の事業（６２億５７９万円）につきましては、令和８年度より政策企

画部へ所管が移動しておりますので、説明を省略いたします。

続きまして、組織再編に伴い令和８年度より当部に所管が移動しました教育庁幼保推進課関係の事業について、ご

説明申し上げます。

結婚・出産・子育ての希望がかなう社会の実現についてでありますが、安心して子育てできる体制の充実につきま

しては、市町村と協働し、一時預かりや延長保育、病児保育を行う施設を支援したほか、保育補助者の雇い上げや保

育支援者等の配置を支援するなど、地域の実情に応じた多様な保育ニーズへの対応と保育現場の負担軽減を図りまし

た。 （支出済額 ６８億９，２７１万円）

確かな学力の育成についてでありますが、学びに向かう力を育む就学前教育・保育の推進につきましては、市町村
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への就学前教育・保育アドバイザーの配置の促進に向けて取り組んだほか、市町村の幼児教育推進体制構築や「幼保

小の架け橋プログラム」への支援等により、こどもの発達を見通した質の高い教育・保育の推進を図りました。

（支出済額 ３９９万円）

次に、繰越明許費でありますが、総額３億９，９５６万円であり、この内訳は、

多様性に満ちた社会づくり推進事業 ９２万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

若者の県内定着・回帰総合支援事業 ３，４６７万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

あきた未来世代移住戦略推進事業 １億４，３１１万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

男女ともに活躍できる職場づくり促進事業 ６５０万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

あきたジェンダー・アクション推進事業 ７６４万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

関係人口拡大・二地域居住促進事業 １６９万円（地域未来交付金による
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翌年度事業の年度内交付決定のため）

シン・若者チャレンジ応援事業 １，３８４万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

移住相談体制強化事業 ４２７万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

協働の地域づくりサポート事業 ２６１万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

ゆとり生活創造センター設備整備事業

１億２，３１５万円（国の補正予算に伴う補正のため）

あきたの出産・子育て応援事業 １，５４８万円（令和８年１～３月の市町村の出生実績に対する

当該事業費補助金が一部翌年度交付となったため）

保育所等物価高騰対策事業 ４，５６８万円（国の補正予算に伴う補正のため）

次に、不用額についてでありますが、総額３億８，３２６万円でありまして、その主なものは、すこやか子育て支

援事業の実績減による４，３７４万円であります。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、
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出資による権利 ３５２億２，７５５万円（決算年度中増減なし）

債 権 ４，１０４万円（決算年度中 ３，２５７万円の減）

基 金 ７，４３５万円（決算年度中 １，１０５万円の減）

となっております。

以上が、あきた未来創造部関係及び組織再編に伴い当部の所管となりました教育庁幼保推進課関係の決算の概要で

あります。
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令和７年度決算についての観光文化スポーツ部長説明要旨

令和７年度観光文化スポーツ部関係一般会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、歳入についてでありますが、予算現額８３億３，７２４万円、収入済額３０億８，３３３万円で、

３７．０パーセントの収入率となっております。

次に、歳出についてでありますが、予算現額１４６億５，２７０万円、支出済額８１億３，３７６万円で、

５５．５パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は次のとおりであります。

「何度でも訪れたくなるあきた」の創出についてでありますが、自立した稼ぐ観光エリアの形成につきましては、

観光業の生産性向上を図るため、冬季宿泊の増加やインバウンドの誘客促進等を目的とした施設整備について１３件、

人材確保に資する設備整備について１０件、宿泊施設新設等に係る備品購入について１件、宿泊施設の環境改善に資

する施設整備について８件を支援しました。 （支出済額 ５億５，９５８万円）

ターゲットの的確な把握と効果的な誘客プロモーションの展開につきましては、データに基づいた観光戦略の展開

に向けて、データ分析の共通基盤となる「秋田県観光ＤＭＰ」を管理運営し、データ提供に協力する宿泊事業者を

１００施設まで拡大したほか、ＤＭＰの活用方法を掘り下げて整理したマニュアルを作成し、県内の市町村や観光地
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域づくり法人に展開しました。 （支出済額 ３億１，１３１万円）

時代の変化を捉えた秋田ならではのツーリズムの推進につきましては、世界自然遺産を有する１都１道４県が連携

し、共同ウェブサイト等によるＰＲや旅行商品の造成促進、インフルエンサーを招へいしたファムツアーによる情報

発信を実施し、５社で２１の旅行商品が造成されました。 （支出済額 ２，３９０万円）

旅行者の多様なニーズに応じた受入態勢の整備につきましては、バリアフリー観光を推進するため、観光施設のバ

リアフリー調査や高齢者モニターツアーを実施しました。また、観光案内所等のサービス強化に向けたデジタルツー

ルを活用したワークショップや、旅行者データの活用に関する観光関連事業者向けセミナーを実施しました。

（支出済額 １億６，４４９万円）

戦略的なインバウンド誘客の推進につきましては、海外での本県の認知度向上を図るため、ＳＮＳや現地イベント

等で情報発信を行った結果、各市場向けのＳＮＳ等のフォロワー数が２２２，４３９件となりました。また、台湾チ

ャーター便については、延べ３２，６２３人が利用しました。 （支出済額 ３億９，８１７万円）

「美酒・美食のあきた」の創造についてでありますが、消費者ニーズを捉えたオリジナル商品の開発と秋田の

「食」のブランド化につきましては、県産米の活用促進を図る「あきたコメ活プロジェクト推進協議会」において

２０の新商品を開発したほか、首都圏等における商談展示会への４回の出展や全国９か所での販促活動を展開しまし

た。
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また、アジア市場の若年層向けに低アルコール清酒用酵母を開発したほか、長時間コンテナ輸送でも明るい色を保

つ味噌の開発など、輸出に直結した研究開発を実施しました。 （支出済額 ６，４９９万円）

食品製造業の振興につきましては、人材育成講座を１５回開催したほか、業務の改善活動に取り組む食品製造事業

者１社を支援しました。また、食のリーディングカンパニーを目指す事業者の取組４件、原材料等の価格高騰に対応

するための商品改良等の取組６１件に対し助成したほか、専門コーディネーターの配置により事業拡大の取組を支援

し、１０件のマッチングが成約しました。 （支出済額 ３億１３２万円）

多様な流通チャネルを活用した県産食品の販売の促進につきましては、１０４者が出展した県産食材マッチング商

談会を開催し、県内外に向けた販路開拓の機会を創出したほか、「あきた食のチャンピオンシップ２０２５」を開催

し、受賞商品のＰＲを行いました。また、台湾における展示会等への出展支援や、香港やシンガポールにおける現地

イベントの開催を通じ、加工食品や日本酒の輸出を促進しました。 （支出済額 １億２，２４５万円）

秋田の「食」の魅力の発信と誘客への活用につきましては、本県の食文化を生かした体験型コンテンツを２０程度

掘り起こし、秋田ならではの食を目的とした新たな誘客プロモーションを推進しました。

（支出済額 １，０９２万円）

文化芸術の力による魅力ある地域の創生についてでありますが、あきた芸術劇場を核とした文化芸術の発信とにぎ

わいづくりにつきましては、あきた芸術劇場ミルハスにおいて、県主催事業として多様なジャンルの公演等を開催し
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たほか、集客力のあるアーティストやコンベンション等を誘致し、文化芸術の鑑賞の機会を提供するとともに、地域

のにぎわい創出につなげました。 （支出済額 １億８，６２２万円）

文化芸術活動の促進と次代を担う人材の確保・育成につきましては、延べ１３２人が参加した青少年音楽コンクー

ルの開催など、県民の発表機会の提供や、優れた作品や文化芸術活動の顕彰による活動意欲の向上を図りました。ま

た、中高生及び県民を対象に、７４２人にプロの演奏家による技術指導やミニコンサートを行ったほか、１６６人に

美術作品の鑑賞やワークショップ等を行い、技術の向上や文化芸術活動の活発化を図りました。

（支出済額 ３億６，４０５万円）

文化芸術を通じた交流人口・関係人口の拡大につきましては、国内外から優れた音楽家を招いた音楽祭の開催や、

文化団体が行う集客力が高く交流人口拡大に資する取組への支援を行い、地域の活性化につなげました。また、県内

を代表する劇団と連携し、祭り等をモチーフにセリフがなく誰もが楽しめるミュージカルを上演し、５，３７０人が

来場したほか、今後上演する小規模な作品の造成を支援することにより、本県文化の魅力発信や観光誘客に向けた関

心の喚起を図りました。 （支出済額 ７，６９６万円）

活気あふれる「スポーツ立県あきた」の実現についてでありますが、ライフステージに応じた多様なスポーツ活動

の促進につきましては、地域住民のための総合型地域スポーツクラブの自立的な運営を支援するため、県広域スポー

ツセンターのクラブアドバイザーが３８クラブを訪問し、実施種目や指導者の確保に関する助言をしたほか、市町村
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を訪問し、他クラブとの連携方法について協議しました。 （支出済額 １，２９５万円）

スポーツを通じた地域づくりと交流人口・関係人口の拡大につきましては、スポーツを契機とした県外からの誘客

を図るため、天皇賜杯全国軟式野球大会など７件の大会等の開催を支援し、県外から４，２１８人の参加がありまし

た。また、地域活性化に向けた新たな冬季スポーツイベントとして、本県初となる「スカイスノーランニング」の開

催を支援しました。 （支出済額 ８，７０６万円）

全国・世界で活躍できるアスリートの発掘と育成・強化につきましては、将来有望なアスリートを発掘し、育成す

るための各種プログラムを実施したほか、競技団体が行う選手の育成・強化の取組を支援しました。また、ジュニア

期からの一貫指導体制を構築するため、県スポーツ協会等と連携して１０競技団体を指定し、競技団体が主体となっ

た強化練習や指導者育成等の取組を支援しました。 （支出済額 ３億６，０２０万円）

スポーツ活動を支える人材の育成と環境の整備につきましては、適切な指導の実現と指導者の意欲向上を図るため、

指導者育成のための研修会を開催したほか、スポーツ科学センターが認定した元気アップ運動認定指導者のスキル向

上に向けた研修会を１１回実施しました。

また、各種競技大会等を円滑に開催するため、県有体育施設の計画的な整備や修繕を行ったほか、新県立体育館の

令和１０年秋の開館に向け、ＰＦＩ事業契約を締結し、設計業務を進めるとともに、造成工事を開始しました。

（支出済額 ２４億８，４５１万円）
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国内外との交流と住民の暮らしを支える交通ネットワークの構築についてでありますが、幹線鉄道の整備の促進と

フェリー航路の維持・拡大につきましては、秋田新幹線新仙岩トンネル整備計画の実現に向けて、県・地元期成同盟

会・ＪＲの３者による連携協定に基づき、秋田新幹線を活用した沿線地域の持続的発展に向けた取組を実施したほか、

整備促進大会の開催等により、機運の醸成を図りました。また、フェリー航路の維持・拡充につきましては、モーダ

ルシフトの促進やフェリー旅行商品の造成支援等により利用促進を図りました。 （支出済額 １，１０４万円）

航空路線の維持・拡充につきましては、航空会社への要望活動や旅行商品の造成支援等により、航空路線の維持を

図りました。大館能代空港においては、令和４年度から実施している羽田便の３往復運航の利便性定着により、利用

者は開港以来最多を更新する１９万８千人余りとなりました。 （支出済額 １億２，３７４万円）

利便性の高い地域公共交通網の形成につきましては、利用者の減少や乗務員不足に起因するバス路線の廃止や減便

が続く中、新たに地域公共交通再構築ネットワーク協議会を設置し、関係者間の連携を強化したほか、市町村への財

政的支援等を拡充し、地域の実情に応じた交通ネットワークの再構築を推進しました。

（支出済額 ７億３，３８４万円）

第三セクター鉄道の持続的な運行と観光利用の促進につきましては、秋田内陸縦貫鉄道及び由利高原鉄道の経営安

定化や鉄道施設の安全性の向上に向けて、設備の改修や利用促進等に対する支援を行い、運行の維持を図りました。

（支出済額 ３億４，１５１万円）
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生涯にわたり学び続けられる環境の構築についてでありますが、多様な学びの場づくりにつきましては、「読んだ

ッチ・リレー文庫」の設置により、子どもの読書環境の充実を図ったほか、「県民読書の日」に合わせたトークイベ

ントなどの実施により、県民が読書に親しむ気運の醸成を図りました。

（支出済額 １，３９６万円）

続きまして、組織再編に伴い令和８年度より当部に所管が移動しました事業について、ご説明申し上げます。

生活環境部自然保護課関係の事業につきましては、時代の変化を捉えた秋田ならではのツーリズムを推進するため、

白神山地の魅力を来訪者に伝えるとともに、保全活動を担う「あきた白神認定ガイド」の育成に向け、新規認定およ

び更新講習を実施し、新たに３名を認定したほか、４名が更新講習を受講しました。

（支出済額 ９５２万円）

建設部港湾空港課関係の事業につきましては、戦略的なインバウンド誘客を推進するため、クルーズ船社や旅行会

社に対しセールス活動を行い、３３回の寄港受入を実施しました。 （支出済額 ６，７６７万円）

次に、繰越明許費でありますが、総額６２億２，７１８万円であり、この内訳は、

観光施設魅力向上事業 ３億７，６３６万円 （国の補正予算に伴う補正のため）

観光人材確保支援事業 ２０６万円 （国の補正予算に伴う補正のため）
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データに基づく観光戦略推進事業 １，７１８万円 （地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

宿泊事業者経営力強化支援事業 ２億 ６７３万円 （国の補正予算に伴う補正のため）

観光客受入態勢強化事業 ８６３万円 （地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

秋田の魅力発見・発信事業 ４，１１１万円 （地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

デジタルデータを活用した誘客促進事業 １，１１３万円 （地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

インバウンド誘客拡大事業 ３億８，０９０万円 （地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

通年誘客促進事業 ８億３，０４７万円 （国の補正予算に伴う補正のため）

市場横断型インバウンド誘客加速化事業 ９，０２６万円 （地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

アウトドアツーリズム推進事業 １，２９１万円 （地域未来交付金による

- 33 -



翌年度事業の年度内交付決定のため）

県産品販路開拓事業費 ６，７０９万円 （地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

総合食品研究センター研究推進費 ６４５万円 （地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

秋田の食をリードする食品事業者支援事業

４，０３４万円 （地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

食品産業物価高騰対策事業 ３億７，０４０万円 （国の補正予算に伴う補正のため）

食品産業の輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備緊急対策事業

３億 １５万円 （２月補正予算で計上されたため

年度内の事業完了が困難なため）

フェリー航路活性化・モーダルシフト推進事業

３３０万円 （地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）
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秋田空港利用促進事業 １，２７０万円 （地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

大館能代空港三往復運航定着支援事業 ３５０万円 （地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

第三セクター鉄道事業再構築推進事業

１億２，２９０万円 （２月補正予算で計上されたため

年度内の事業完了が困難なため）

公共交通燃料高騰等対策事業 １０億 ８３１万円 （国の補正予算に伴う補正のため）

若手アーティスト等活動支援・担い手育成事業

７１６万円 （地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

総合生活文化会館リニューアル事業 １億３，１２８万円 （国の補正予算に伴う補正のため）

県有体育施設整備・改修事業 １３億９，７５７万円 （国の補正予算に伴う補正のため）

スポーツツーリズム推進による交流拡大事業 ７１６万円 （地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）
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新県立体育館ＰＦＩ事業 ７億 ４０８万円 （工法検討に不測の日数を要し

年度内の事業完了が困難なため）

秋田三港クルーズ活性化事業 ６，７０５万円 （地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

となっております。

次に、不用額についてでありますが、総額３億６，９９９万円でありまして、その主なものは、宿泊事業者経営力

強化支援事業の実績減による５，９９６万円、県有体育施設整備・改修事業の実績減による６，６９５万円でありま

す。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

有 価 証 券 １１億３，９０５万円（決算年度中 １，０００万円の減）

出資による権利 ５，５００万円（決算年度中増減なし）

債 権 ２３億６，１０７万円（決算年度中増減なし）

基 金 １３億８，１７３万円（決算年度中 ２，８７３万円の減）

となっております。
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以上が、観光文化スポーツ部関係及び組織再編に伴い当部の所管となりました事業の決算の概要であります。
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令和７年度決算についての健康福祉部長説明要旨

令和７年度健康福祉部関係一般会計及び特別会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、一般会計歳入についてでありますが、予算現額２３１億２９８万円、収入済額１７７億５，４４３万円

で、７６．８パーセントの収入率となっております。

次に、一般会計歳出についてでありますが、予算現額１，００８億４，７７４万円、支出済額９３２億３，７０５

万円で、９２．５パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は次のとおりであります。

健康寿命日本一の実現でありますが、健康づくり県民運動の推進につきましては、「健康寿命日本一」を目指す県

民運動を推進するため、秋田県健康づくり県民運動推進協議会において、健康づくりを実践している団体の表彰及び

マスメディアを活用した広報活動を実施するとともに、働き盛り世代における健康づくりを促進するため、秋田県版

健康経営優良法人の拡大を図ったほか、こどもと親が一緒に健康について考えるこども健康会議と体験型イベントを

開催しヘルスリテラシーの向上を図るなど、県民の健康意識の醸成を行いました。 （支出済額 ３，１８７万円）

生活習慣の改善に向けた意識改革と行動変容の促進につきましては、「もう一皿野菜をプラス！キャンペーン」メ

ニューの実施や「秋田スタイル健康な食事」の認証を進めたほか、家庭での受動喫煙を防止するため、放課後児童ク
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ラブの小学生を対象に、たばこの害に関する出前講座を実施し、こどもを通じて保護者へも普及啓発を図りました。

（支出済額 １億４，８８９万円）

特定健診・がん検診の受診の促進につきましては、かかりつけ医や歯科医、薬局等による受診勧奨のほか、がん対

策を推進する企業等とタイアップした啓発活動や、がん検診受診者の自己負担額を無料化または軽減する市町村への

助成などを行いました。 （支出済額 ３億３，７８１万円）

安心で質の高い医療の提供でありますが、医療を支える人材の育成・確保につきましては、一定期間の県内勤務を

条件とした医学生に対する修学資金の貸与や、あきた医師総合支援センターによる若手医師のキャリア形成支援など

を行ったほか、看護職員の確保・就業促進を図るため、ナースセンターにおいて、求人情報の提供や再就職支援研修

を実施するとともに、高度な看護技術を持つ認定看護師の養成を図る医療機関への助成などを行いました。

また、医師の労働時間短縮など勤務環境の改善を図るため、特定労務管理対象機関である秋田大学医学部附属病院

等への助成を行いました。 （支出済額 １０億７５７万円）

地域医療の提供体制の整備につきましては、在宅医療の充実のため、在宅医療推進センターによる医療と介護の連

携や多職種連携の推進に関する協議会に対して支援を行うとともに、安定的な訪問看護サービスが提供できる体制を

構築するため、訪問看護総合支援センターによる事業所の運営支援に関する相談対応のほか、訪問看護師の養成や実

践力向上等に関する研修を行いました。
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また、新たな地域医療構想の策定に先立ち、地域医療構想調整会議を開催し、構想の枠組みや議論の方向性等につ

いて協議を行ったほか、医療従事者の不足や医療機関の経営状況の急変に対応するため、生産性の向上や勤務環境の

整備、病床数の適正化に対する支援を行いました。 （支出済額 ３６億８，０４９万円）

総合的ながん対策・循環器病対策の推進につきましては、がん診療連携拠点病院等の診療機能強化やがん患者が組

織し活動するがんサロンに対して支援を行うとともに、ウイッグ等医療用補正具の購入費用に助成する市町村に対し

て補助を行うなど、がん患者の就労や社会参画を支援しました。

また、脳と循環器の包括的な医療を提供するため、県立循環器・脳脊髄センターの政策医療の提供に要する経費に

対して支援を行いました。 （支出済額 ５８億２，２３６万円）

広大な県土に対応した三次医療機能の整備につきましては、高度救命救急センター、救命救急センターなどの運営

に対して支援を行ったほか、各地域で分娩できる体制を維持するため、分娩取扱施設が少ない地域の病院の運営を支

援しました。 （支出済額 １０億９，０７５万円）

新興感染症等に対応できる医療提供体制の確保につきましては、医療措置協定を締結する医療機関等に対し施設・

設備整備の支援を行ったほか、秋田大学の感染制御総合センターの取組や感染症指定医療機関の運営に対する支援を

行い、感染症患者の受入体制を整備しました。

また、平時からの備えとして、新興感染症患者の病床を確保する医療機関が行う感染症専門人材育成に対する支援
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を行いました。 （支出済額 １億９，５３７万円）

高齢者と障害者の暮らしを支える体制の強化でありますが、介護・福祉人材の確保・育成と労働環境の改善の促進

につきましては、中学生を対象とした「福祉の仕事セミナー」を開催し、若者の福祉職への関心を広げました。

また、介護現場の生産性向上をサポートするワンストップ窓口である「あきた介護業務「カイゼン」サポートセン

ター」に、新たにカスタマーハラスメントに対する相談機能を付加し、機能を充実したほか、介護テクノロジーの導

入経費について、１５１事業所に対して助成を行い、サービス提供体制の効率化・高度化を促進しました。

（支出済額 １６億９，１４６万円）

介護・福祉基盤の整備につきましては、令和５年７月の大雨による浸水等の被害を受けた介護老人保健施設に対し、

災害が激甚化する中にあっても介護サービス基盤が確保されるよう、移転改築に要する経費を助成し、昨年１０月か

ら新たな建物でのサービスが開始されました。 （支出済額 ２２２億３，２３９万円）

医療・介護・福祉の連携の促進につきましては、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための事業

に活用する基金の積み増し等を行いました。 （支出済額 １６億７，９３９万円）

高齢者の自立支援と介護予防・重度化防止の推進につきましては、高齢者が要介護等になることを予防するととも

に、要介護等の状態になった方も、住み慣れた地域で自立した生活を営むことができるよう、市町村が行う介護予防

・生活支援サービスの提供や、地域包括支援センターの運営に対して助成を行ったほか、市町村職員に対する研修等
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を通じて市町村の介護予防の取組を促進しました。 （支出済額 ７億９，７５５万円）

認知症の人と家族を地域で支える体制づくりにつきましては、取組の核となる「チームオレンジ」の設置に向けた

人材の育成を促進したほか、令和６年に施行された「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」の趣旨を踏ま

え、令和８年度から令和１２年度までを計画期間とする「秋田県認知症施策推進計画」を新たに策定しました。

また、県内９か所の認知症疾患医療センターにおいて、認知症の鑑別診断や診断後の家族等への相談対応を行い、

認知症に対する医療・介護提供体制の強化及び理解促進を図りました。 （支出済額 ９，１９１万円）

障害者の地域生活と社会参加に向けた環境づくりにつきましては、市町村による障害者サポーターの養成を支援す

るため、「障害者サポーター養成講座講師育成研修」を実施したほか、講師未配置の市町村に対し、配置に向けての

働きかけを行いました。 （支出済額 １２５億２，２４０万円）

誰もが安全・安心を実感できる地域共生社会の実現でありますが、総合的な自殺予防対策の推進につきましては、

相談機関のネットワークである「ふきのとうホットライン」リーフレットにより周知を図ったほか、民間団体が実施

するＳＮＳによる相談や、市町村・民間団体等が行う人材育成などの事業に対して助成を行うなど、普及啓発と相談

体制の充実に努めました。

また、うつ病やその他精神疾患を早期発見し適切な精神医療へつなぐことを目的として、かかりつけ医等を対象と

した研修会を行ったほか、児童・生徒が困難やストレスに直面した際の対処法を学ぶＳＯＳの出し方教育や、地域に
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おける自殺予防人材の育成を目的とした「心はればれゲートキーパー」養成講座を実施し、累計受講者は１万９千人

を超えました。 （支出済額 ８，７９０万円）

児童虐待防止対策と里親委託の推進につきましては、「里親支援センターＴＯＭＯＮＹ」を開設し、里親の普及啓

発からリクルート、研修、マッチング、里親委託後の相談支援や児童の自立まで包括的に支援する体制を強化しまし

た。 （支出済額 ２０億６，８４２万円）

子どもの貧困対策の推進と生活困窮者の自立に向けた支援につきましては、貧困解消対策に取り組む民間団体の活

動を支援するため、「あきた子ども応援ネットワーク」を軸に民間団体のネットワーク化を促進したほか、民間団体

による新たな取組の拡大を目的に立ち上げの支援を実施しました。 （支出済額 １９億５，９４３万円）

ひきこもり状態にある人を支える体制づくりにつきましては、関係機関との連携を強化するため、県内３地区にお

いて連絡協議会を開催したほか、秋田県ひきこもり相談支援センターにおいて、ひきこもり当事者や家族に対して、

交流の場や学習会等の機会を提供しました。 （支出済額 ２，０１６万円）

多様な困難を抱える人への支援につきましては、家族の介護等を担うケアラーが相談しやすい環境づくりに向け、

セミナー等による普及啓発や相談援助従事者向け研修を開催したほか、特にヤングケアラー支援に重点を置いて普及

啓発漫画を作成し、その作成過程などを情報発信することで、ケアラーに対する県民の理解を進めました。

また、長期の療養を要し医療費負担が大きい指定難病患者に医療費を助成するとともに、拠点病院の連携による難
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病医療提供体制整備の推進、「難病相談支援センター」による療養生活相談等の支援を行ったほか、介護負担の軽減

のため在宅難病患者の一時入院受入を促進する支援を行いました。 （支出済額 ２８８億９２４万円）

結婚・出産・子育ての希望がかなう社会の実現でありますが、安心して出産できる環境づくりにつきましては、

「こころとからだの相談室」による情報提供や女性特有の健康問題に関する相談支援などを行ったほか、体外受精や

顕微授精の治療費のうち、保険適用範囲を超えた部分や先進医療による治療等に要する経費として、県独自の助成を

延べ４７７件行いました。 （支出済額 ６，５６８万円）

安心して子育てできる体制の充実につきましては、心身の健康保持と生活の安定を図るため、乳幼児及び小中高生

に係る福祉医療費の助成を行いました。 （支出済額 ２４億８，０４１万円）

次に、予算の繰越でありますが、継続費逓次繰越３億２，４４３万円につきましては、老人福祉総合エリア改修事

業について施工計画等の調整により翌年度へ繰り越しております。

また、繰越明許費は総額４５億２，２７６万円であり、この内訳は、

医療・介護・福祉施設省エネルギー化支援事業

２億６，４８４万円（国の補正予算に伴う補正のため）

明徳館ビル１階環境整備事業 ４００万円（国の補正予算に伴う補正のため）

子ども・女性・障害者相談センター費 １８３万円（適切な工期の確保により
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年度内完了が困難になったため）

灯油購入費高騰対策事業 ２億 ４７４万円（国の補正予算に伴う補正のため）

社会福祉会館環境整備事業 ２億３，６９１万円（国の補正予算に伴う補正のため）

障害者支援施設等物価高騰対策事業 ９，２１４万円（国の補正予算に伴う補正のため）

障害福祉人材確保・職場環境改善等事業 ４億 ７２万円（国の補正予算に伴う補正のため）

点字図書館省エネ化事業 １９８万円（国の補正予算に伴う補正のため）

障害者県地域生活支援事業 １，００１万円（国の補正予算に伴う補正のため）

老人福祉総合エリア環境整備事業 １億７，９９５万円（国の補正予算に伴う補正のため）

介護保険制度基盤強化推進事業 １，２００万円（国の補正予算に伴う補正のため）

介護人材確保対策事業 ５２２万円（国の補正予算に伴う補正のため）

介護業務「カイゼン」推進事業 １億７，１８５万円（国の補正予算に伴う補正のため）

介護人材確保・職場環境改善等事業 ２７億２，４２０万円（国の補正予算に伴う補正のため）

秋田県立医療療育センター省エネ化事業 ８，０５１万円（国の補正予算に伴う補正のため）

秋田県総合保健センター設備等整備事業 １億２，２３９万円（国の補正予算に伴う補正のため）

医療提供体制整備費補助事業 ５３２万円（部品供給の遅延により
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年度内完了が困難になったため）

医療施設等経営強化緊急支援事業 ４１５万円（国の補正予算に伴う補正のため）

となっております。

次に、不用額についてでありますが、総額２７億６，３５０万円でありまして、その主なものは、介護・訓練等給

付費等負担金の実績減による２億８，０６４万円であります。

次に、特別会計について申し上げます。

母子父子寡婦福祉資金特別会計についてでありますが、予算現額は２億１，２６０万円であり、歳入につきまして

は、収入済額２億５，１７０万円で、１１８．４パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は１億４，９８４万円でありまして、支出率は７０．５パーセントであります。

この予算の執行の概要は、母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき、母子家庭等及び寡婦の自立援助を図るための

各種資金として３０件の貸付を行ったものであります。

不用額についてでありますが、６，２７６万円でありまして、貸付実績の減によるものであります。

地方独立行政法人秋田県立病院機構施設整備等貸付金特別会計についてでありますが、予算現額は１７億７，３９

０万円であり、収入済額及び支出済額は１７億７，３９０万円で、９９．９パーセントの収入率及び支出率となって

おります。
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この予算の執行の概要は、秋田県立病院機構が行う循環器・脳脊髄センターの医療機器整備等に必要な資金の貸付

を行ったほか、貸付金の原資として借り入れた県債の償還を行ったものであります。

国民健康保険特別会計についてでありますが、予算現額は９０３億３，９６２万円であり、歳入につきましては、

収入済額９３６億６３９万円で、１０３．６パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は８７７億８，５７７万円でありまして、支出率は９７．２パーセントであります。

この予算の執行の概要は、国保財政の管理運営及び市町村の国保事業の効率的な運営を支援するため、市町村から

の事業費納付金の徴収や、市町村の保険給付費等に係る費用の給付などを行ったものであります。

不用額についてでありますが、２５億５，３８５万円でありまして、保険給付費等交付金の実績減によるものであ

ります。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

出資による権利 ５１億７，２６３万円（決算年度中 ２７４万円の減）

債 権 １３３億４，９１０万円（決算年度中 ４億７，５５６万円の減）

基 金 １１０億６，８１３万円（決算年度中 ７，５５２万円の増）

となっております。

以上が、健康福祉部関係の決算の概要であります。
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令和７年度決算についての生活環境部長説明要旨

令和７年度生活環境部関係一般会計及び特別会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、一般会計歳入についてでありますが、予算現額１４億７，４２１万円、収入済額１４億６，１２４万円

で、９９．１パーセントの収入率となっております。

次に、一般会計歳出についてでありますが、予算現額３５億４，３２３万円、支出済額３３億３３３万円で、９３．

２パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は次のとおりであります。

時代の変化を捉えた秋田ならではのツーリズムの推進につきましては、自然公園利用者の安全性や快適性の向上を

図るため、「駒ヶ岳八合目園地公衆トイレ改修工事」など、４か所の施設改修を実施しました。

（支出済額 １億３８９万円 ※うち移管事業分９５２万円）

脱炭素化に向けた県民運動の推進につきましては、脱炭素経営やＧＸへの関心向上、理解深化に向けたセミナー等

を開催したほか、あきたゼロカーボンアクション宣言への登録やホテル・飲食店等での食べきり啓発事業の実施によ
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り、事業者の自発的な取組を促進しました。

また、あきたエコフェスの開催や脱炭素社会を実現するアイデア実践コンテスト等の実施により省エネ・省資源行

動の定着を促進したほか、家庭向けの省エネ効果のある冷蔵庫やエアコンの導入支援を計２２，６３４台分行いまし

た。

そのほか、エシカル消費に関する県民の意識啓発を図るため、ウェブ広告や新聞広告を実施し、県民の認知度の向

上を図りました。 （支出済額 ５億１，９８６万円）

持続可能な資源循環の仕組みづくりにつきましては、令和６年度に実施したプラスチックごみの一括回収や再商品

化に係る実証試験結果の報告会を市町村向けに開催したほか、新たに外食産業の分野において食品廃棄物の再資源化

に関する実態調査や組成調査を実施するなど、資源循環の促進に繋がる取組を実施しました。

また、県内２２の重点区域において海岸漂着物等の回収処理を行うとともに、海岸の環境保全に関する意識啓発イ

ベントを開催しました。

そのほか、認定リサイクル製品の新たな利用拡大に向け、各種イベントにおいて製品を展示したほか、ＰＲ用チラ

シを配布し、認知度向上を図りました。 （支出済額 ８，９２８万円）

防犯意識の向上と防犯活動の促進につきましては、年３回発行の防犯情報紙等による情報提供や自主防犯活動優良

- 49 -



団体への表彰により、防犯に対する意識の高揚と活動の活性化を図りました。 （支出済額 １２万円）

犯罪被害者等への支援につきましては、犯罪被害者月間に合わせて「県民のつどい」を開催するなど、支援の重要

性に関する県民の理解促進に努めたほか、性暴力被害者に対し被害直後の相談段階から総合的な支援をワンストップ

で提供する「あきた性暴力被害者サポートセンター」を運営し、被害者の心身の負担軽減と健康回復を図りました。

（支出済額 ８００万円）

「人優先」を基本とした交通安全対策の推進につきましては、高齢者の事故防止を図るため、イベントなどにおい

てリーフレットと反射材を配布し、着用を促進したほか、民生委員等の協力を得て高齢者宅を訪問し、注意喚起を行

いました。 （支出済額 ３８１万円）

総合的な雪対策の推進につきましては、雪下ろし等による事故防止のため、チラシやポスターのほか、テレビ、県

広報紙など、様々な広報媒体により安全な除排雪の普及啓発に取り組みました。

また、高齢者世帯等の除排雪活動を実施する団体の立ち上げや、既存団体の活動継続に向けた運営体制の整備、団

体同士の連携強化等の取組を支援した結果、５団体の新設に繋がりました。 （支出済額 ４４０万円）

自立した消費者の育成と消費者被害の防止につきましては、市町村相談員への研修や１４市町村に対する相談体制

整備への補助金交付を通じ、県内の消費生活相談体制の充実強化を図りました。
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また、消費者被害や特殊詐欺等被害を防止するため、映画館でのＣＭやウェブ広告等のほか、動画広告やインフル

エンサーによるＳＮＳ発信など、多様な媒体による啓発を実施し、延べ３８万人以上にトラブルの防止を呼びかけま

した。 （支出済額 １，８９２万円）

食品の安全の確保と水道事業の基盤強化への支援につきましては、食品事業者等に対して、ＨＡＣＣＰ等の食品衛

生に関する講習会を実施したほか、対話形式の地域懇談会を計２５回開催し、食品安全への共通認識と相互理解へつ

なげました。 （支出済額 １億４，９８１万円 ※うち移管事業（水道）分１億３，１７３万円）

生活衛生関係営業者への支援につきましては、営業者から経営や融資等に係る相談を受け、経営の健全化の促進や、

各営業店舗の衛生水準の向上のための指導や助言等を行いました。

また、若い世代に生活衛生関係営業に対する理解と関心を深めてもらうため、中高生を対象に、プロの料理人や理

容師を講師に招いて体験学習を実施しました。

そのほか、県内各地において、生活衛生関係営業者がその地域密着性を活かして、地域包括ケアシステムへ参画す

る体制を構築しました。 （支出済額 ２，３０１万円）

人と動物が共生する地域づくりにつきましては、犬のしつけ方教室を開催し、飼い主に対し助言や指導を行うなど

適正な飼い方を推進したほか、小中学校等からの依頼を受け、「命を大切にする心を育む教室」を開催し、命の大切
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さに関する啓発を行いました。

また、動物愛護センターに収容された犬猫の適正譲渡の推進とともに、その過程における講習やマッチングを実施

し、模範的な飼い主意識の醸成を図りました。 （支出済額 １，７７３万円）

大気、水、土壌等の環境保全対策の推進につきましては、河川・湖沼・海域の水質について１１１地点で、大気汚

染物質について７か所で常時監視を実施するとともに、工場・事業場に対して排水などの監視や測定を実施しました。

また、ＰＣＢ廃棄物の立入検査を実施し、処分期間内での処理の指導と、処分期間後に発見された廃棄物の適切な

保管の指導を行い、不適正処理事案の発生を防止しました。

そのほか、能代産業廃棄物処理センターにおいて、処分場周辺の地下水等の汚染状況を改善するため、国の支援を

得て、汚染地下水等の回収・処理等を継続して実施しました。 （支出済額 １０億９，７１８万円）

八郎湖・十和田湖・田沢湖の水質保全対策の推進につきましては、十和田湖については、「十和田湖水質・生態系

改善行動指針」に基づき、水質調査によるモニタリングを実施したほか、田沢湖については、玉川酸性水の中和処理

に努めるとともに、玉川流域及び田沢湖の水質調査によるモニタリングを行いました。

また、八郎湖については、無落水移植栽培等による水質保全型農業の推進などの発生源対策、西部承水路の流動化

等による湖内浄化対策などに取り組むとともに、新たに第４期「八郎湖に係る湖沼水質保全計画」を策定しました。
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（支出済額 １億７，６５８万円）

生物の多様性の確保と自然公園等の適正な管理につきましては、生物多様性の保全に関する電子版リーフレットを

作成したほか、生物多様性に関する環境学習会を開催しました。

また、自然公園等の適切な管理を行うため、自然公園管理員や、自然環境保全推進員による巡視や利用者への指導

等を行いました。 （支出済額 ７８６万円）

野生鳥獣の適正な保護管理と被害対策の推進につきましては、市街地出没時などの対応体制を強化するため、「ツ

キノワグマ被害対策支援センター」を中心に、市町村が行う訓練等の支援を行ったほか、「狩猟技術訓練施設」を運

営し、狩猟者の確保・育成を図りました。

また、ニホンジカやイノシシの生息域拡大を防ぐための狩猟期間の延長と捕獲事業を行ったほか、県内３か所でイ

ノシシのわな捕獲の講習会を実施しました。 （支出済額 ２億２，５０１万円）

なお、生活衛生課の生活基盤施設耐震化等交付金事業（支出済額１億３，１７３万円）につきましては、令和８年

度より建設部下水道マネジメント推進課へ、自然保護課の白神山地保全推進事業（支出済額９５２万円）につきまし

ては、令和８年度より観光文化スポーツ部観光戦略課へ所管が移動しておりますので、説明を省略いたします。

続きまして、令和８年度より当部に所管が移動しました農林水産部水田総合利用課の農作物鳥獣被害防止対策事業
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について、ご説明申し上げます。

鳥獣被害対策の推進につきましては、１８の地域協議会に対して鳥獣被害防止総合対策交付金を交付したほか、電

気柵整備やドローンを用いた対策に関する研修会を開催しました。

（支出済額 ４，８６５万円）

次に、繰越明許費でありますが、総額１，５６３万円であり、この内訳は、

県単自然公園等施設整備事業 １，０２３万円（大雨災害に伴い現地調査に不測の日数を要したため）

自然公園等施設整備事業 ５４０万円（国の補正予算に伴う補正のため）

となっております。

また、事故繰越しでありますが、自然公園等施設整備事業について、入札不調や許認可手続き等に不測の日数を要

したことから２，００７万円を翌年度に繰り越しております。

次に、不用額についてでありますが、総額２億４９１万円でありまして、その主なものは、家庭の省エネ促進によ

る物価高騰対策事業の実績減による３，１９６万円であります。

次に、環境保全センター事業特別会計について申し上げます。

予算現額は１１億４，３２５万円であり、歳入につきましては、収入済額１３億６，０３０万円で１１９パーセン
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トの収入率となっております。

また、支出済額は１１億３，４８８万円でありまして、支出率は９９．３パーセントであります。

この予算の執行の概要は、環境保全センターの運営及び維持管理のほか、Ｄ区Ⅱ期処分場造成工事等の県債の償還

を実施したものであります。

次に、不用額についてでありますが、総額８３７万円でありまして、その主なものは、環境保全センター整備事業

の実績減による５２９万円であります。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

有 価 証 券 ４億 ８００万円（決算年度中増減なし）

出資による権利 ５，１５０万円（決算年度中増減なし）

基 金 ３５億７，２９５万円（決算年度中 １億９，２９７万円の増）

となっております。

以上が、生活環境部関係及び組織再編に伴い当部の所管となりました事業の決算の概要であります。
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令和７年度決算についての農林水産部長説明要旨

令和７年度農林水産部関係一般会計及び特別会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、一般会計歳入についてでありますが、予算現額９１４億１，７０９万円、収入済額５９４億３，８４７

万円で、６５．０パーセントの収入率となっております。

次に、一般会計歳出についてでありますが、予算現額１，０６３億１６９万円、支出済額７１９億７，８１６万円

で、６７．７パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は、次のとおりであります。

農業の食料供給力の強化についてでありますが、経営力の高い担い手と新規就農者の確保・育成につきましては、

企業的農業経営を実践するプロ農業経営体を育成するため、農業法人へ経営アドバイザーを派遣し、経営改善に向け

た取組を支援したほか、新規就農に向けた技術習得研修や、就農後の定着に向けた経営開始資金等の給付を行いまし

た。

また、担い手の規模拡大を図るため、農地中間管理機構による農地集積・集約化を促進した結果、２，５６８ヘク

タールの農地が担い手に貸し付けされました。 （支出済額 １７億９，５２１万円）

持続可能で効率的な生産体制づくりにつきましては、可変施肥田植機などを活用した生育の均一化による収量向上
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効果の実証や、化学肥料の削減に取り組みました。あわせて、スマート農業の普及を推進するため、データを活用し

て作業を効率化する技術を紹介するフォーラムを開催したほか、農業法人等への農地集積を促進するため、ほ場整備

を実施しました。 （支出済額 ３１２億２，０２９万円）

マーケットに対応した複合型生産構造への転換につきましては、規模拡大や生産性向上を図るため、園芸メガ団地

の整備や生産・出荷調製機械の導入を継続的に支援した結果、京浜地区中央卸売市場において、しいたけの出荷量・

販売額・販売単価が全国１位となる「販売三冠王」を７年連続で達成したほか、果実生産の安定化を図るため、「発

芽・開花予想」と「低温情報」の両システムを連携させ、主要樹種の災害リスクの低減を図りました。

また、秋田牛のブランド力強化に向け、タイや台湾における販路開拓を推進し、輸出拡大を図ったほか、飼料等の

価格高騰の影響を受けている畜産経営体に対し、再生産に向けた素畜導入や生産物の高品質化への取組を支援しまし

た。 （支出済額 ２４億６，４７６万円）

戦略的な米生産と水田のフル活用の推進につきましては、高品質な「サキホコレ」の安定供給に向け、栽培研修会

の開催や、食味コンテストの実施により生産者の品質向上に対する意識醸成を図るとともに、ＣＭの放映や大相撲の

懸賞旗の掲出などを通じ、認知度向上を図ったほか、令和７年からの「あきたこまちＲ」の一般作付けに当たり、生

産現場への栽培指導、消費者や実需者への理解を促進する活動を実施しました。

（支出済額 ８億５，３３５万円）
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農産物のブランド化と流通・販売体制の整備につきましては、異業種との連携による商品開発や販路開拓の活動を

支援し、しいたけなどを活用した加工品の商品化につながったほか、首都圏の実需者と産地とのマッチングや県産農

産物の販路多角化の促進、台湾・タイ等での継続したプロモーションの展開により、既存の商流の拡大と新たな需要

の開拓を推進しました。

また、県産そばの付加価値を向上させる新たなビジネスを創出するため、乾麺やそば茶などの商品開発やホテル・

旅館でのメニュー化に向けた取組等を支援しました。 （支出済額 ６，１９５万円）

林業・木材産業の成長産業化についてでありますが、次代を担う人材の確保・育成につきましては、秋田林業大学

校において、専門性の高い知識や技術等を習得するカリキュラムにより、即戦力となる技術者を育成したほか、新規

就業者の確保に向けて、就業希望者や高校生に対する林業体験研修を実施し、林業の魅力を発信しました。

（支出済額 ６億９，２２２万円）

再造林の促進につきましては、あきた造林マイスターの育成や造林地の集積を行う林業経営体、集積に応じる森林

所有者を支援したほか、先進的造林技術実践フィールドを活用し、低コスト・省力造林技術の研修会を開催しました。

（支出済額 ４０億６１万円）

木材の生産・流通体制の整備と利用の促進につきましては、原木や木材製品の供給力の向上を図るため、路網整備

に取り組むとともに、高性能林業機械の導入や木材加工流通施設の整備等を支援したほか、県産材の利用拡大に向け
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て、首都圏展示会で内装材等のＰＲを行うとともに、県産材を利用して住宅を建築する県内外の工務店を支援しまし

た。 （支出済額 ２５億５，７８５万円）

森林の有する多面的機能の発揮の促進につきましては、県内14市町村と共同で、森林資源情報のデジタル化等を目

的とした航空レーザ計測を進め、森林整備の推進基盤を整えたほか、松くい虫被害を防止するため県内18市町村にお

いて、伐倒駆除、薬剤散布等を実施するとともに、松くい虫専門調査員を38人認定しました。

（支出済額 ８億６，７８２万円）

水産業の持続的な発展についてでありますが、次代を担う人材の確保・育成につきましては、漁業就業者の確保に

向け、体験研修および就業に向けた実践的な研修を実施するとともに、ＳＮＳを活用して漁業の魅力や研修情報を広

く発信しました。 （支出済額 ３，９７１万円）

つくり育てる漁業の推進につきましては、水産資源の維持・増大に向け、サケ等の種苗放流やハタハタのふ化放流

を支援したほか、キジハタの種苗生産技術の開発や養殖用トラフグの長期育成の試験に取り組みました。

（支出済額 ９，３１３万円）

漁業生産の安定化と水産物のブランド化につきましては、直売やオンライン販売等の推進により、漁業所得の向上

を図るとともに、蓄養殖の実証やＩＣＴ等の導入支援を通じた操業の効率化を促進し、漁業経営の安定化と高度化を

図りました。 （支出済額 １，７０２万円）
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漁港・漁場の整備につきましては、防波堤等の保全・機能強化を通じて港内静穏度と安全性を高めるとともに、漁

港静穏域を活用した蓄養殖事業の拡大を図るため、岩館漁港の防波堤延伸工事を実施しました。

（支出済額 １５億５，１５９万円）

農山漁村の活性化についてでありますが、中山間地域における特色ある農業の振興につきましては、多様な人材の

参画のもとで地域活性化を目指すプランの策定や、地元産食材を用いた商品開発の取組を支援したほか、小面積でも

高い収益性が見込める夏いちごについて研修を実施しました。 （支出済額 １，２６１万円）

地域資源を生かした多様な農村ビジネスの促進につきましては、地域特産物の加工所の整備や商品試作等に取り組

む地域を支援したほか、農泊ビジネスの起業希望者に対する研修を実施するとともに、農家民宿の開業に必要な設備

導入を支援しました。 （支出済額 ３，５５５万円）

新たな兼業スタイルによる定住の促進につきましては、「半農半Ｘ」の実証調査を実施したほか、農山漁村を支え

る人材や組織を育成するための講座を開催しました。

また、農村ＲＭＯの形成に向け、「農用地保全」や「地域資源の活用」、「生活支援」の各分野に係る調査、計画

作成などの実証事業を支援しました。 （支出済額 ２，１３２万円）

多面的機能を有する里地里山の保全につきましては、多面的機能支払交付金や中山間地域等直接支払交付金により、

１０１，０４０ヘクタールにおいて、農地・農業用水路等の保全管理や農村環境を守る共同活動等を支援しました。
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（支出済額 ４４億９，３７６万円）

多様な主体による健全な森林づくりと鳥獣被害対策の推進につきましては、クマ等の野生動物の出没の恐れがある

森林において、下刈りや除伐を実施し、緩衝帯を整備しました。 （支出済額 ８，４６７万円）

安全・安心な地域づくりと施設の長寿命化の推進につきましては、ため池の決壊等による災害を防止するため、改

修工事等を実施したほか、基幹的農業水利施設の機能保全を図るため、補修・更新等を実施しました。

また、森林の公益的機能の発揮に向け、荒廃地や荒廃林等の整備、海岸防災林の造成等を実施しました。

（支出済額 １０１億８，１６９万円）

なお、水田総合利用課関係の農作物鳥獣被害防止対策事業（支出済額４，８６５万円）につきましては、令和８年

度より生活環境部へ所管が移動しておりますので、説明を省略いたします。

次に、予算の繰越しでありますが、繰越明許費は総額２９４億６，０７２万円であり、この内訳は、

経営体育成支援事業 １億４，４９７万円（国の補正予算に伴う補正のため）

あきたの米ぢから就農促進プラットフォーム形成事業

１，０７７万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

ＡＫＩＴＡグローバルリーチ戦略展開事業 ６，０８４万円（地域未来交付金による
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翌年度事業の年度内交付決定のため）

農業経営等復旧・継続支援対策事業 ３億４，６８５万円（積雪により年度内の完了が困難となったため）

サキホコレ！トップブランド確立事業 １０３万円（対象国（韓国）における商標登録手続きに

不測の日数を要したため）

あきたの魅力ある水田農業確立対策事業

１億２，８７８万円（国の補正予算に伴う補正のため）

あきたの環境にやさしい農業推進事業 ２００万円（国の補正予算に伴う補正のため）

水稲種子高騰対策支援事業 ２億９，７００万円（物価高騰等により

経営計画策定に不測の日数を要したため）

あきたの米ぢから向上対策支援事業 １，６７５万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

きのこの生産資材導入支援事業 ２，１１７万円（国の補正予算に伴う補正のため）

園芸共同利用施設の再編集約・合理化事業

１億１，５６５万円（国の補正予算に伴う補正のため）

県オリジナル園芸品種育苗施設整備事業 １８９万円（物価高騰等により
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経営計画策定に不測の日数を要したため）

あきたの園芸省エネ化支援事業 １，５１８万円（物価高騰等により

経営計画策定に不測の日数を要したため）

きのこ栽培燃油等価格高騰対策支援事業 ２，６４７万円（物価高騰等により

経営計画策定に不測の日数を要したため）

施設・設備整備費 １，０７０万円（物価高騰等により

関係機関との調整に不測の日数を要したため）

未来を耕すスマート技術普及・開発事業 ５９９万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

比内地鶏生産販売強化事業 ２２５万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

畜産競争力強化対策事業 ４億１，９３５万円（国の補正予算に伴う補正のため）

食肉・食鳥処理施設緊急環境整備事業 １億４，５９８万円（物価高騰等により

経営計画策定に不測の日数を要したため）

農地耕作条件改善事業 ５億５，３３２万円（工事箇所の集中により
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労務者の手配調整に不測の日数を要したため）

県営造成施設等突発事故復旧支援事業 ４，０５１万円（破損箇所の部品調達に不測の日数を要したため）

農業農村整備調査計画費 ２００万円（事業計画の策定に不測の日数を要したため）

中山間地域農業活性化基盤整備事業 ４，４７６万円（工法検討に不測の日数を要したため）

基幹水利施設技術管理強化特別指導事業 ３００万円（災害査定に伴う

被災確認に不測の日数を要したため）

経営体育成基盤整備事業 １２７億３，０６９万円（国の補正予算に伴う補正のため）

土地改良区体制強化事業 ５，３００万円（物価高騰等により

経営計画策定に不測の日数を要したため）

水利施設管理事業 ２，７００万円（施設の部品製作に不測の日数を要したため）

水利施設整備事業 １４億１，２０３万円（国の補正予算に伴う補正のため）

農村地域防災減災事業 ２７億６，４１２万円（国の補正予算に伴う補正のため）

地籍調査事業 ５，３４２万円（国の補正予算に伴う補正のため）

“新しい林業”チャレンジ経営体応援事業 １，０００万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

- 64 -



秋田県森林経営管理制度推進事業 １，７１５万円（国の補正予算に伴う補正のため）

秋田県水と緑の森づくり事業 ２，３６１万円（所有者の同意取得に不測の日数を要したため）

林業成長産業化総合対策事業（加工施設整備等分）

４，２５０万円（資材導入に不測の日数を要したため）

合板・製材生産性強化対策事業（加工施設整備等分）

１億２，７０７万円（国の補正予算に伴う補正のため）

あきたの林業・木材産業施設整備支援事業

３億９，９２４万円（物価高騰等により

経営計画策定に不測の日数を要したため）

“使う”あきた材利用促進事業 ４３６万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

“稼ぐ”あきた材利用推進事業 ３，７３０万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

木材生産・流通システムスマート化推進事業 ３２１万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）
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林業成長産業化総合対策事業（再造林促進分）

１，９３７万円（地元関係者との調整に不測の日数を要したため）

合板・製材生産性強化対策事業（間伐材生産分）

４億６，９５８万円（国の補正予算に伴う補正のため）

秋田スギ生産基盤づくり事業 １，９３４万円（地元関係者との調整に不測の日数を要したため）

森林病害虫等防除対策事業 ４，８４０万円（国の補正予算に伴う補正のため）

造林補助事業 １６億 ７１万円（国の補正予算に伴う補正のため）

カーボンニュートラルに挑戦する再造林拡大事業

８，４４０万円（国の補正予算に伴う補正のため）

ネット・ゼロに挑戦する再造林拡大事業 １９８万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

治山事業 ２４億４，７６３万円（国の補正予算に伴う補正のため）

県単治山事業 １億８，９７１万円（地元関係者との調整に不測の日数を要したため）

災害関連緊急治山等事業 ３億３，７０６万円（地元関係者との調整に不測の日数を要したため）

林道事業 ７億６，７９８万円（国の補正予算に伴う補正のため）
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林内路網整備ＤＸ推進事業 ２，１００万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

水産業強化支援事業 １，６５０万円（国の補正予算に伴う補正のため）

漁業経営安定化緊急支援事業 ３，０００万円（物価高騰等により

経営計画策定に不測の日数を要したため）

秋田版蓄養殖フロンティア事業 ３５０万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

あきたフィッシュ普及・販売力強化事業 ４２２万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

水産物供給基盤整備事業 ４，２０３万円（関係機関との調整に不測の日数を要したため）

水産環境整備事業 ４，３５８万円（関係機関との調整に不測の日数を要したため）

漁港海岸保全施設整備事業 １億２，７００万円（関係機関との調整に不測の日数を要したため）

水産物供給基盤機能保全事業 ４億 １５２万円（関係機関との調整に不測の日数を要したため）

農地災害復旧事業 ６億４，９７２万円（地元関係者との調整に不測の日数を要したため）

農業用施設災害復旧事業 １２億３，９６４万円（地元関係者との調整に不測の日数を要したため）
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林地荒廃防止施設災害復旧事業 ５，６１２万円（地元関係者との調整に不測の日数を要したため）

林道施設災害復旧事業 ５億４，７８７万円（計画の再検討に不測の日数を要したため）

農地・農業用施設小災害支援事業 １億６，９９５万円（地元関係者との調整に不測の日数を要したため）

となっております。

また、事故繰越しは総額２３億４８７万円であり、この内訳は、

経営体育成基盤整備事業 ７，４８０万円（災害対応の優先に伴い十分な人員及び

工期が確保できなかったため）

農村地域防災減災事業 ７，７９８万円（入札不調により

工事期間の確保が困難となったため）

治山事業 １億５，３５４万円（入札不調により

工事期間の確保が困難となったため）

災害関連緊急治山等事業 ６億５，８４４万円（入札不調により

工事期間の確保が困難となったため）

林道事業 ７，０２７万円（入札不調により

工事期間の確保が困難となったため）
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水産業強化支援事業 ５，００６万円（資材の調達に不測の日数を要したため）

水産物供給基盤機能保全事業 ３，７７９万円（資材の調達に不測の日数を要したため）

農地災害復旧事業 ４億 ２３４万円（入札不調により

工事期間の確保が困難となったため）

農業用施設災害復旧事業 ４億２，２１５万円（入札不調により

工事期間の確保が困難となったため）

林地荒廃防止施設災害復旧事業 １億４，６８７万円（入札不調により

工事期間の確保が困難となったため）

林道施設災害復旧事業 ２億１，０６３万円（入札不調により

工事期間の確保が困難となったため）

となっております。

次に、不用額についてでありますが、総額２５億５，７９４万円でありまして、その主なものは、ＣＳＦ等緊急防

疫対策事業費の実績減による７億８，６０７万円、農業用施設災害復旧事業費の実績減による３億５，０２７万円 、

農地・農業用施設小災害支援事業費の実績減による３億２，３０４万円であります。

次に、特別会計について申し上げます。
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就農支援資金貸付事業等特別会計についてでありますが、予算現額は４，８３４万円であり、歳入につきましては、

収入済額５，２７１万円で、１０９．０パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は７９１万円でありまして、支出率は１６．４パーセントであります。

この予算の執行の概要は、貸付財源として国から借入した借入金の償還等を行ったものであります。

不用額は４，０４３万円でありますが、その内容は、指導事務費の実績減等によるものであります。

次に、林業・木材産業改善資金特別会計についてでありますが、予算現額は３億６，４３６万円であり、歳入につ

きましては、収入済額３億１，０７３万円で、８５．３パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は１，９６１万円でありまして、支出率は５．４パーセントであります。

この予算の執行の概要は、林業・木材産業改善資金の貸付需要に応じた資金規模の適正化を図るため、補助金の自

主納付金として国庫への返還及び一般会計への繰り出し等を行ったものであります。

不用額は３億４，４７５万円でありますが、その内容は、貸付実績の減等によるものであります。

次に、沿岸漁業改善資金特別会計についてでありますが、予算現額は１億６，８５２万円であり、歳入につきまし

ては、収入済額１億８，９４７万円で、１１２．４パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は１，６５０円でありまして、支出率は０．１パーセントであります。

この予算の執行の概要は、沿岸漁業改善資金の貸付及び収納に関する事務委託を行ったものであります。
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不用額は１億６，８５１万円でありますが、その内容は、貸付実績の減等によるものであります。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

有 価 証 券 ４億４，５７１万円（決算年度中増減なし）

出資による権利 ２７億３，３５４万円（決算年度中増減なし）

債 権 １６億６，１７２万円（決算年度中 １億９，１１０万円の減）

基 金 ３５２億６，４２３万円（決算年度中 ８億１，４０４万円の増）

となっております。

以上が、農林水産部関係の決算の概要であります。
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令和７年度決算についての産業労働部長説明要旨

令和７年度産業労働部関係一般会計及び特別会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、一般会計歳入についてでありますが、予算現額３３０億３，４５０万円、収入済額３１０億３，３２８

万円で、９３．９パーセントの収入率となっております。

次に、一般会計歳出についてでありますが、予算現額４３６億３，４４４万円、支出済額３８７億６，４０２万円

で、８８．８パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は次のとおりであります。

産業構造の変化に対応した県内産業の競争力の強化についてでありますが、経営資源の融合と事業承継の促進につ

きましては、事業承継サポート推進員の配置による案件の掘り起こしとともに、経営規模の拡大や事業の引継ぎを図

るため、Ｍ＆Ａに要する経費１２件を助成しました。また、事業承継ワーキンググループ会議を開催し情報共有を図

ったほか、事業承継時の資金繰りを支援するため７１件の貸付を行いました。（支出済額 ４９億１，５１１万円）

デジタル技術の活用の促進につきましては、県内ＩＣＴ企業や商工団体・金融機関等と連携し、県内企業２３社の

課題分析やＤＸ戦略策定・実行を伴走支援したほか、生成ＡＩの活用による県内企業の競争力強化を目的としたセミ

ナー等を開催し、計１３８名が参加しました。また、秋田県ＤＸ推進ポータルサイトによる情報発信を行ったほか、
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業界団体２団体を対象にデジタル化事例の横展開を実施しました。 （支出済額 １，８５０万円）

産学官連携による研究開発の推進につきましては、新たなビジネスの創出等に向けて県内大学や企業等が連携して

行う研究開発や実証・社会実装の取組５件を支援しました。また、製品開発等を促進するため、県内企業等と産業技

術センターによる共同研究を７２件実施し、共同研究などに参画した企業の売り上げに寄与しました。

（支出済額 ２億６１５万円）

地域経済を牽引する県内企業の育成につきましては、県内企業の経営革新計画策定を促進したほか、労働生産性や

賃金水準等の向上に資する取組に対する助言・指導や、設備導入への助成等、総合的な支援を実施しました。また、

あきた企業活性化センターにおいて、専門家の派遣など生産現場での改善活動に向けた、きめ細かな支援を実施しま

した。 （支出済額 ２４７億１，７７０万円）

アジア等との貿易の促進につきましては、中国の景気後退や大口荷主の出荷ルート変更等の影響により減少傾向に

あった秋田港の国際コンテナ取扱量は２年連続で前年を上回っており、ポートセールス活動を通じ、航路の維持等に

努めました。また、県内企業の海外展開につきましては、海外における展示商談会への参加の取組に対し助成したほ

か、貿易支援機関による集中支援を行うなど、企業が海外展開にチャレンジしやすい環境整備を進めました。

（支出済額 ２億３，１１８万円）

産業人材の確保・育成につきましては、外国人材受入サポートセンターを開設し、８２社の企業に対して伴走支援
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を行ったほか、企業経営の中核となる人材の育成に要する経費を助成するなど、人材投資・確保に取り組む企業を支

援しました。また、県内３か所に設置している県立技術専門校においては、多様な職業訓練を実施し、新規学卒者等

を対象としたコースでは、１０８人が入校し、修了生の就職率は１００％となったほか、在職者を対象としたコース

では７５３人、離職者等を対象としたコースでは５１７人が修了し、実践的な技術者・技能者の育成とともに、在職

者のスキルアップと離職者の早期の再就職を促進しました。 （支出済額 ５億９，８７３万円）

起業の促進と小規模企業の振興につきましては、起業の意識醸成に向けたセミナーの出席者に対して専門家による

個別サポートを商工団体と連携して行うとともに、立ち上げに必要となる資金を助成するなど、段階に応じたきめ細

かな支援を行ったことにより、１９件の起業につながりました。また、産学官金の支援者からなるスタートアップ支

援組織「ＡＫＩＳＴＡプラットフォーム」を運営し、機運醸成イベント等を５回開催したほか、成長可能性の高い県

内スタートアップを２者認定した上で伴走支援を行い、成長を後押ししました。 （支出済額 ７，６４１万円）

地域資源を生かした成長産業の発展についてでありますが、輸送機関連産業の振興につきましては、自動車産業へ

の参入促進に向けた展示商談会を開催したほか、県内大学と地域企業が協力しながら行う、航空機システムをはじめ

とした電動化技術の研究開発や人材育成等を支援しました。また、県内輸送機関連企業の競争力強化と受注拡大に向

けて中核人材の育成を進めたほか、新規受注・取引拡大につながる研究開発や設備導入に対し助成しました。

（支出済額 ３億２，３４２万円）
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新エネルギー関連産業の振興につきましては、洋上風力発電事業について、発電事業者やメーカーとのマッチング、

アドバイザーの派遣など、新エネルギー関連産業への県内企業の参入拡大に向けた支援を行いました。また、地熱資

源の開発や利活用について、産学官連携コンソーシアムによる先進事例調査、一般県民を対象とした環境イベント出

展等、再生可能エネルギーの導入拡大に向けた取組を推進しました。 （支出済額 ２億５，１９９万円）

情報関連産業の振興につきましては、県内ＩＣＴ企業６社の成長戦略に基づく取組や４社の事業拡大や経営基盤整

備に係る取組を支援したほか、情報関連産業立地促進事業において新たに４社を指定するなど、関連産業の競争力強

化を支援しました。また、県内ＩＣＴ企業１０社が連携して行うインターンシッププログラムをサポートするなど、

県内ＩＣＴ企業の人材確保を支援したほか、中高生等を対象としたプログラミング等を学ぶ短期集中型の研修会を実

施し、将来の成長を支える人材の確保・育成に取り組みました。 （支出済額 ８，７３１万円）

医療福祉・ヘルスケア関連産業の振興につきましては、医療福祉ニーズや社会課題に対応した医療福祉機器等の開発支

援や、首都圏での販路開拓や医療ニーズと県内企業のシーズのマッチング支援により、サプライチェーン参入に向けた取組を促

すとともに、県内大学での企業説明会の開催や医療福祉・ヘルスケア関連企業のガイドブックの製作・配布により、学生の県内

企業に対する理解を促進しました。 （支出済額 １，２５５万円）

歴史と風土に培われた地域産業の活性化についてでありますが、伝統的工芸品等産業の振興につきましては、事業

者や産地組合等が行う商品開発等の取組１１件に対し助成しました。また、県内の学生等を対象にした伝統工芸品の
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魅力を伝える映像制作インターンシップや、職人等がＳＮＳなどの活用を促進することを目的としたセミナーを実施

し、工芸産地の情報発信力の向上を図ったほか、首都圏等における展示会への出展を支援し、全国への魅力の発信や

首都圏での販路拡大を図りました。 （支出済額 ２，７１１万円）

商業・サービス業の振興につきましては、電力等価格高騰により経営環境に大きな影響を受けている事業者が行う

省エネ設備更新等に対して助成し、経営基盤の強化を促進しました。また、商店街の課題解決に向け、先進事例の視

察やセミナーを開催し、各商店街の意識醸成を図りました。 （支出済額 ７億１，６３５万円）

環境・リサイクル産業の振興につきましては、県内における環境・リサイクル産業の拡大を図るため、産業廃棄物

の再生利用等に係る設備投資や研究等３件に対し助成したほか、リサイクル工場の増設を行う企業２件に対し、「環

境・エネルギー型、資源素材型」事業として、あきた企業立地促進助成事業補助金を交付しました。

また、リチウム電池や石炭灰等のリサイクルを促進するため、資源の効率的な回収・処理の支援に向けた調査を実

施しました。 （支出済額 ４億２，０８４万円）

産業振興を支える投資の拡大についてでありますが、企業立地等の促進につきましては、新たな工場等の設置や増

設、本社機能等を県内に移転する企業に対し助成を行い、設備投資を支援しました。また、輸送機関連産業や再生可

能エネルギー関連産業、情報関連産業等の成長産業を中心に、企業立地事務所や名古屋事務所、県内市町村と連携し

ながら、本県の事業環境や優遇制度、サテライトオフィスをＰＲするなど企業のニーズに即した誘致活動を展開した
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結果、誘致件数は２６件となりました。 （支出済額 ２９億１，６６８万円）

次に、繰越明許費でありますが、総額で４３億７，９３４万円であり、この内訳は、

次世代につなぐ名店・名工カケハシプロジェクト

１，８８８万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

特別高圧電力価格高騰対策緊急支援事業 ３，５６１万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

ＬＰガス価格高騰対策緊急支援事業 ６億９，９１８万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

地域産業収益力アップ総合支援事業 ２，０００万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

ＤＸ普及啓発・促進事業 １，４２５万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

デジタル牽引企業創出支援事業 ５００万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

ＡＫＩＴＡ ＤｅＸ人材育成事業 １億 ８７２万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）
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企業競争力強化事業 １３７万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

伝統的工芸品等振興事業 ９３１万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

プロフェッショナル人材活用普及促進事業 ６，８６７万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

医療・健康・防災テック産業創出事業 １，５２０万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

ものづくり革新総合支援事業 ３億５，０１７万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

あきたの手しごとフランスプロモーション事業 ８５４万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

輸送機産業強化支援事業 １，１２４万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

航空機システム電動化研究・開発推進事業

２億７，３７６万円（地域未来交付金等による
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翌年度事業の年度内交付決定のため）

輸送機産業好循環サイクル促進事業 １，５７５万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

取引広がる！輸送機産業マッチング促進事業 １４２万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

あきた起業促進事業 ２，８２９万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

商業活性化・人材育成支援事業 ７２万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

商業・サービス産業経営革新事業 ４億６，０７３万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

スタートアップエコシステムＡＫＩＴＡ推進事業

５，３４７万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

商業・サービス産業等振興事業 ９億７，６１１万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

秋田の物流（コンテナ・トラック）応援事業
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５，４９２万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

金属鉱業研修技術センター研究・活動費 ６，２８０万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

新ネルギー活用促進事業 ２億 ８００万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

人材確保・定着推進事業 ７６１万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

外国人材受入サポートセンター事業 ４２２万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

職業能力開発支援事業 ２５１万円（地域未来交付金による

翌年度事業の年度内交付決定のため）

賃上げ緊急支援事業 ８億６，２８９万円（支援期間の確保により

年度内完了が困難になったため）

となっております。

次に、不用額についてでありますが、総額４億９，１０８万円でありまして、その主なものは、技術水準向上促進

事業費の実績減による１億９８万円、職業能力開発推進費の実績減による９，９９６万円であります。

次に、特別会計について申し上げます。
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中小企業設備導入助成資金特別会計についてでありますが、予算現額は９，２５２万円であり、歳入につきまして

は、収入済額８，６３０万円で、９３．３パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は８，２１３万円でありまして、支出率は８８．８パーセントであります。

この予算の執行の概要は、高度化資金貸付金の原資として借り入れた県債の償還等を行ったものであります。

次に、不用額についてでありますが、総額１，０３９万円でありまして、その主なものは、高度化資金償還の実績

減による８３０万円であります。

工業団地開発事業特別会計についてでありますが、予算現額は１１億２３７万円であり、歳入につきましては、収

入済額１４億９，４０２万円で、１３５．５パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は７億２，２３８万円でありまして、支出率は６５．５パーセントであります。

この予算の執行の概要は、新たな工業団地の造成のほか、工業団地の維持管理や環境整備等を行ったものでありま

す。

次に、繰越明許費でありますが、工業団地開発事業費について団地の利用計画にかかる関係機関との協議に不測の

日数を要したことから３億３０８万円を翌年度に繰り越しております。

次に、不用額についてでありますが、総額７，６９１万円でありまして、工業団地開発事業費の実績減によるもの

であります。
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地域総合整備資金特別会計についてでありますが、予算現額は７億１，０５８万円であり、歳入につきましては、

収入済額７億１，０５８万円で、９９．９パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は７億１，０５８万円でありまして、支出率は９９．９パーセントであります。

この予算の執行の概要は、地域総合整備資金の原資として借り入れた県債の償還を行ったものであります。

秋田港飯島地区工業用地整備事業特別会計についてでありますが、予算現額は７，４４７万円であり、歳入につき

ましては、収入済額６億１，４５６万円で、８２５．２パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は６，３３１万円でありまして、支出率は８５．０パーセントであります。

この予算の執行の概要は、償還金のほか、秋田港飯島地区工業用地の環境整備等を行ったものであります。

次に、不用額についてでありますが、総額１，１１６万円でありまして、工業用地管理費の実績減によるものであ

ります。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

有 価 証 券 １，４００万円（決算年度中増減なし）

出資による権利 ７５億５，３６４万円（決算年度中増減なし）

債 権 ６４億８，４１９万円（決算年度中 ９億３，６８１万円の減）

となっております。
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以上が、産業労働部関係の決算の概要であります。
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令和７年度決算についての建設部長説明要旨

令和７年度建設部関係一般会計及び特別会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、一般会計歳入についてでありますが、予算現額１，３０２億５，１５７万円、収入済額８３０億３，３

９４万円で、６３．７パーセントの収入率となっております。

次に、一般会計歳出についてでありますが、予算現額１，４９６億１，４００万円、支出済額１，００３億６，８

２４万円で、６７．１パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は、次のとおりであります。

建設産業の振興につきましては、建設産業団体等と連携した県内建設企業と高校生のマッチング機会の提供や、建

設産業のイメージアップを図る取組を行ったほか、企業の建設ＩＣＴ機器整備２５件に対し助成いたしました。

（支出済額 ２，９１０万円）

港湾施設の整備につきましては、重要港湾３港において、老朽化対策のための岸壁改良や臨港道路の補修を実施い

たしました。 （支出済額 １９億４，２７６万円）

航空路線の維持・拡充につきましては、秋田空港において滑走路の舗装改良を実施するとともに、大館能代空港に

おいては滑走路端安全区域の整備等を実施いたしました。 （支出済額 １３億９，７４４万円）
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高速道路等の整備につきましては、国に対する要望活動を行ったほか、高速道路インターチェンジへのアクセス道

路や幹線道路５５か所の整備を進めました。 （支出済額 １２０億６，０６４万円）

首都圏等からの移住の促進につきましては、移住希望者の県内定着を図るため、住宅リフォーム７６件に対し助成

いたしました。 （支出済額 ３，６４８万円）

安心して子育てできる体制の充実につきましては、子どもと暮らしやすい住環境の整備のため、子育て世帯の住宅

リフォーム３５０件に対し助成いたしました。 （支出済額 １億３，９９２万円）

持続可能でコンパクトなまちづくりにつきましては、都市計画道路３路線の整備を実施するとともに、市町による

立地適正化計画策定を促進するための講習会等を開催いたしました。 （支出済額 ６億９，８８２万円）

脱炭素化に向けた県民運動の推進につきましては、断熱性能向上のための住宅リフォーム３３２件に対し助成いた

しました。 （支出済額 ２，６５０万円）

持続可能な資源循環の仕組みづくりにつきましては、脱炭素化の推進に向け、秋田臨海処理センターにおいてエネ

ルギー供給拠点化事業を実施いたしました。

併せて、脱炭素化に考慮した港湾機能の高度化を図るため、「秋田県港湾脱炭素化推進計画（案）」を作成いたし

ました。 （支出済額 ３億２，９５１万円）

県・市町村間の協働の推進につきましては、下水道事業の経営改善や技術的課題の解決に向けた支援を、県及び全
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市町村が出資する（株）ＯＮＥ・ＡＱＩＴＡを通じて実施いたしました。 （支出済額 １億５，３０８万円）

災害に対応できる道路、鉄道等の交通基盤の整備につきましては、緊急輸送道路において、電線共同溝の整備によ

る無電柱化や道路法面の土砂災害対策等を実施いたしました。 （支出済額 ２３億４，２９３万円）

大規模地震に備えた耐震化の推進につきましては、市町村による住宅耐震化補助事業への支援を行うとともに、住

宅耐震化の普及啓発等を実施したほか、緊急輸送道路における橋梁の耐震補強を進め、１橋の耐震補強が完了いたし

ました。 （支出済額 ３億５，４７３万円）

頻発化・激甚化する水災害に備えた流域治水対策の推進につきましては、令和５年７月豪雨により甚大な被害が発

生した太平川の集中的な整備を図るとともに、馬場目川ほか８河川の改修を重点的に実施したほか、その他９３河川

においても築堤や河道掘削等を実施いたしました。 （支出済額 ２４０億５，４１７万円）

県民の生命と財産を守る安全な地域づくりにつきましては、砂防事業として白山川ほか２３か所において砂防えん

堤工等を実施したほか、地すべり対策事業として小渕地区ほか１か所において集水ボーリング工等を実施するととも

に、急傾斜地崩壊対策事業として竜巻地区ほか２か所において連続繊維補強土工等を実施いたしました。

（支出済額 ５１億２，０８１万円）

インフラ施設の長寿命化の推進につきましては、定期点検により早期措置段階と判定された橋梁について、修繕・

更新等の対策を優先的に実施したほか、県管理の１４ダムにおいて管理設備の改良等を実施いたしました。
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また、大曲技術専門校ほか５施設において大規模修繕を行ったほか、県立都市公園３公園の休憩施設等の修繕・更

新等を実施いたしました。

併せて、老朽化が進む県営住宅について、５団地の屋根・外壁改修工事等を実施いたしました。

（支出済額 １９４億８，１３３万円）

安全・安心を支える生活道路の整備につきましては、全県の通学路において関係機関と合同点検を行い、安全性に

対する課題が抽出された１９か所の要対策箇所について、重点的に整備を実施したほか、冬期における除雪体制の維

持を図るため、除雪ドーザなど計８台を更新いたしました。 （支出済額 １６０億８，９８４万円）

良好な生活排水処理基盤の整備につきましては、横手市川西地区ほか１１地区の農業集落排水事業による汚水処理

施設等の整備に対し助成いたしました。 （支出済額 ６億１，９５８万円）

なお、港湾空港課関係の環日本海クルーズ推進事業（支出済額 ３４２万円）及び「秋田港クルーズ」まちづくり

拠点形成事業（支出済額 ６，４２５万円）につきましては、令和８年度より観光文化スポーツ部へ所管が移動して

おりますので、説明を省略いたします。

続きまして、令和８年度より当部に所管が移動しました生活環境部生活衛生課の生活基盤施設耐震化等交付金事業

について、ご説明申し上げます。

水道事業の基盤強化への支援につきましては、水道施設整備を促進するため、秋田市の１事業に対して耐震化のた
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めの補助金を交付したほか、地域住民に安全な水道水を提供するため、水道事業者への立入検査を実施しました。

（支出済額 １億３，１７３万円）

次に、予算の繰越しでありますが、繰越明許費は総額４２２億１，７１３万円であり、この内訳は、

建設産業魅力発信事業 ５００万円（地域未来交付金による翌年度事業の年度内交付決定のため）

地方道路交付金事業 １０７億１，３８８万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

雪寒建設機械整備事業 ９，５８２万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

県単道路補修事業 １７億３，５８３万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

地方道路等整備事業 ７億 ８９５万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

道路総合防災対策事業 ３億 ８２０万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

秋田港アクセス道路整備事業

１１億１，５６４万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

県単道路改築事業 ５億４，０３７万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

河川改修事業 ７８億 ７００万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

災害関連事業 ５，３５１万円（資材の調達に不測の日数を要したため）

県単河川改良事業 ２３億 ８２７万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）
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県単河川等環境維持修繕事業

７億９，７２８万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

河川改良受託事業 １，２４１万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

通常砂防事業 １１億５，４７２万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

火山砂防事業 ７，３４８万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

地すべり対策事業 ４億７，７９０万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

急傾斜地崩壊対策事業 ９，８３０万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

土砂災害防止法基礎調査費 ９，９２４万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

県単砂防事業 ３億９，２５０万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

海岸防災対策事業 ２億２，４７５万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

公共堰堤改良事業 １０億８，４９８万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

県単港湾整備事業 １億９，２５８万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

重要港湾改修事業 ４億１，７８９万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

統合補助改修事業 １億６，７５２万円（資材の調達に不測の日数を要したため）

県単空港施設整備費 ５，８６１万円（資材の調達に不測の日数を要したため）
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空港安全対策事業 ５７５万円（用地測量、立木調査に不測の日数を要したため）

空港整備事業 １億１，５５３万円（資材の調達に不測の日数を要したため）

地方街路交付金事業 ２億３，６７１万円（占用物件の移設作業に不測の日数を要したため）

地方街路整備事業 ９８８万円（占用物件の移設作業に不測の日数を要したため）

県単公園事業 ６，１０９万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

都市公園安全安心事業 ２億４，１４２万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

都市公園環境整備促進事業

１億９，５００万円（国の補正予算に伴う補正等のため）

県営住宅県単大規模修繕事業

３，２５８万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

あきた安全安心住まい推進事業

９，２５６万円（労務者の不足等により工事完了に不測の日数を要したため）

県有建築物大規模修繕事業 ６，９２８万円（設計変更が生じたことにより

年度内の事業完了が困難になったため）

庁舎管理諸費 １，５００万円（設計変更が生じたことにより
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年度内の事業完了が困難になったため）

農業集落排水事業 ７，４７６万円（機器製作に不測の日数を要したため）

あきた循環のみず協働推進事業

３，１９９万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

秋田県臨海処理センターエネルギー供給拠点化事業

３億２，３２９万円（地下埋設物の確認に不測の日数を要したため）

現年発生土木災害復旧事業

５３億８，２７６万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

過年発生土木災害復旧事業

３３億６，１１６万円（入札不調により適正工期での年度内完成が困難であるため）

災害査定調査事業 ８億３，６６４万円（工事実施に向けた設計積算及び調査について

施工時期の都合等により年度内完成が困難であるため）

県単災害復旧事業 ４億８，７１０万円（関係機関との計画調整等に不測の日数を要したため）

となっております。

また、事故繰越しは総額１８億４，４５１万円であり、この内訳は、
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公共堰堤改良事業 ４，１４３万円（仮設工の被災等により復旧に不測の日数を要したため）

現年発生土木災害復旧事業

８億 ２４５万円（労務者の不足等により工事完了に不測の日数を要したため）

過年発生土木災害復旧事業

１０億 ６３万円（労務者の不足等により工事完了に不測の日数を要したため）

となっております。

次に、不用額についてでありますが、総額５１億７，７３１万円でありまして、その主なものは、現年発生土木災

害復旧事業の実績減による２０億１，５９６万円、過年発生土木災害復旧事業の実績減による１８億６，５９０万円

であります。

次に、特別会計について申し上げます。

能代港エネルギー基地建設用地整備事業特別会計についてでありますが、予算現額は６，５６７万円であり、歳入

につきましては、収入済額５，１５６万円で、７８．５パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は５，１５６万円でありまして、支出率は７８．５パーセントであります。

この予算の執行の概要は、能代港灰捨場の管理を行ったものであります。

次に、不用額についてでありますが、総額１，４１１万円でありまして、能代港灰捨場管理事業の実績減によるも
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のであります。

港湾整備事業特別会計についてでありますが、予算現額は２９億４，２８１万円であり、歳入につきましては、収

入済額２５億７，３３５万円で、８７．４パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は２５億７，３３５万円でありまして、支出率は８７．４パーセントであります。

この予算の執行の概要は、ふ頭用地等の港湾機能施設の管理運営のほか、能代港大森地区においてふ頭用地造成を

実施したものであります。

次に、不用額についてでありますが、総額３億６，９４６万円でありまして、その主なものは、大森ふ頭用地造成

事業の実績減による３億３，９１０万円であります。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

有 価 証 券 １，３００万円（決算年度中増減なし）

出資による権利 １億７，９５６万円（決算年度中 ２００万円の減）

となっております。

以上が、建設部関係及び組織再編に伴い当部の所管となりました事業の決算の概要であります。
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令和７年度決算についての出納局長説明要旨

令和７年度出納局関係一般会計及び特別会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、一般会計歳入についてでありますが、予算現額７億８，８６６万円、収入済額６億６，６６８万円で、

８４．５パーセントの収入率となっております。

次に、一般会計歳出についてでありますが、予算現額２６億８，８５７万円、支出済額２４億３，１３９万円で、

９０．４パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は次のとおりであります。

会計事務等の適正な執行につきましては、会計書類の審査を通じた指導を徹底するとともに、実務担当者等研修を

県内３地区で４５人を対象に行ったほか、地方公所の会計事務検査を１６６か所実施し、職員の適正な会計事務の執

行と事務処理能力の向上に努めました。

また、物品の調達２４，７５４件について一括集中処理を行ったほか、県の主要な工事について、１，１５８件の

検査を実施しました。 （支出済額 １億９，４０４万円）

県民の利便性の向上につきましては、キャッシュレス決済端末を県全体で６８施設体制で継続運用し、使用料及び

手数料のキャッシュレス納付を推進しました。 （支出済額 ５２７万円）
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県有財産の利活用の推進につきましては、売却を行う県有地等の情報を美の国あきたネットへの掲載やチラシの配

布などで周知し、２件を売却しました。 （支出済額 ９９４万円）

省エネルギーの推進につきましては、民間資金を活用したエスコ推進事業を実施したことにより、秋田ふるさと村

で１３．２パーセント、老人福祉総合エリアで４．１パーセントの使用エネルギーの削減を図りました。

（支出済額 １，３１１万円）

次に、繰越明許費でありますが、県庁舎維持管理事業について、本庁舎外部改修工事に係る補修部位の増加により

不測の日数を要したことから、１億６，１３４万円を翌年度に繰り越しております。

次に、不用額についてでありますが、総額９，５８５万円でありまして、その主なものは、財産管理費の実績減に

よる５，５１６万円であります。

次に、特別会計について申し上げます。

証紙特別会計についてでありますが、予算現額は２７億５，７６２万円であり、歳入につきましては、収入済額

２４億６，１８１万円で、８９．３パーセントの収入率となっております。

また、支出済額は２３億２２３万円でありまして、支出率は８３．５パーセントであります。

この予算の執行の概要は、自動車税環境性能割や自動車運転免許試験手数料等の証紙による収入を一般会計へ繰り

出したものであります。
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次に、不用額についてでありますが、総額４億５，５３９万円でありまして、その主なものは、一般会計への繰出

金の実績減による４億５，３８５万円であります。

土地取得事業特別会計についてでありますが、予算現額は３２４万円であり、収入済額及び支出済額とも２２０万

円でありまして、収入率及び支出率とも６７．８パーセントであります。この予算の執行の概要は、土地開発基金の

利子収入を積み立てたものであります。

次に、不用額についてでありますが、総額１０４万円でありまして、土地開発基金積立金の実績減によるものであ

ります。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

債 権 １５万円（決算年度中 ２万円の減）

基 金 １３億３，８９６万円（決算年度中 ２２０万円の増）

となっております。

以上が、出納局関係の決算の概要であります。
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令和７年度決算についての議会事務局長説明要旨

令和７年度議会事務局関係一般会計の歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

予算現額１２億１１５万円、支出済額１１億８，６１９万円で、９８．８パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は、次のとおりであります。

議会活動関係につきましては、年度内に定例会を３回開催し、知事、委員会及び議員提出の議案等３９７件を審議

したほか、議会で受理した請願等の案件２３件を委員会で審査しました。

また、各常任委員会、特別委員会及び議会運営委員会を延べ２１３日開催するとともに、県内外において、常任委

員会及び議会運営委員会の所管事項の調査及び要請活動を延べ２３回行いました。

（支出済額 ２億２，５３７万円）

議会広報関係につきましては、広報紙「あきた県議会だより」を４回発行し、県内全世帯に配布するとともに、テ

レビ広報番組「みんなに発信！明日へ発進！秋田県議会」を制作し、テレビ放送６回及びＹｏｕＴｕｂｅによる配信

等を実施しました。

（支出済額 ５，６１６万円）
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次に、不用額についてでありますが、総額１，４９６万円でありまして、その主なものは、委員会審査及び調査に

係る旅費など、議会活動費等の実績減による８９４万円であります。

以上が、議会事務局関係の決算の概要であります。
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令和７年度決算についての人事委員会事務局長説明要旨

令和７年度人事委員会事務局関係一般会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、歳入についてでありますが、予算現額８５万円、収入済額８５万円で、１００．２パーセントの収入率

となっております。

次に、歳出についてでありますが、予算現額１億３，３０３万円、支出済額１億２，８９６万円で、９６．９パー

セントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は、次のとおりであります。

職員の採用試験につきましては、大学卒業程度、短大卒業程度、高校卒業程度の各試験を実施し、５９０人が受験

した結果、１４９人を採用候補者名簿に登載いたしました。

給与に関する調査、報告及び勧告につきましては、職種別民間給与実態調査等を行い、その結果に基づき、議会及

び知事に対し報告及び勧告をいたしました。

次に、不用額についてでありますが、総額４０７万円でありまして、その主なものは、給与費の実績減による２１６

万円であります。

以上が、人事委員会事務局関係の決算の概要であります。
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令和７年度決算についての監査委員事務局長説明要旨

令和７年度監査委員事務局関係一般会計の歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

予算現額２億５，２６９万円、支出済額２億４，９７３万円で、９８．８パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は次のとおりであります。

包括外部監査につきましては、契約に基づき包括外部監査人が監査を実施したほか、包括外部監査人から報告を受

けた監査の結果を県公報により公表いたしました。 （支出済額 １，１５５万円）

また、普通会計及び公営企業会計の定期監査を本庁及び地方機関２５９課所、行政監査を本庁１６課所で実施した

ほか、財政的援助団体等の監査を公立大学法人国際教養大学など２７団体を対象に行いました。これらの監査の結果

について、議会及び知事等に報告し、県公報により公表するとともに、監査の結果に基づき知事等が講じた措置状況

についても、同様に公表いたしました。 （支出済額 ２億３，８１８万円）

次に、不用額についてでありますが、総額２９６万円でありまして、その主なものは、委員給与費の実績減による

９７万円であります。

以上が、監査委員事務局関係の決算の概要であります。
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令和７年度決算についての労働委員会事務局長説明要旨

令和７年度労働委員会事務局関係一般会計の歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

予算現額１億１９４万円、支出済額９，９２４万円で、９７．４パーセントの支出率となっております。

この予算の執行の概要は、労使紛争の解決を図るために当委員会の運営に要した経費であり、年度内に当委員会が

取り扱った事件の件数につきましては、不当労働行為救済申立てが１件、個別労働関係紛争のあっせんが６件となっ

ております。

次に、不用額についてでありますが、総額２７０万円でありまして、その主なものは、委員会費の実績減による

１６１万円であります。

以上が、労働委員会事務局関係の決算の概要であります。
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令和７年度決算についての教育長説明要旨

令和７年度教育委員会関係一般会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、歳入についてでありますが、予算現額３５４億１，９８４万円、収入済額３０３億６，４５０万円で、

８５．７パーセントの収入率となっております。

次に、歳出についてでありますが、予算現額１，０９３億９，２５１万円、支出済額１，０１７億４，３３６万円

で９３．０パーセントの支出率となっております。

この予算の執行に伴い実施いたしました主要事業の概要は次のとおりであります。

新たな人の流れの創出についてでありますが、人材誘致の推進と関係人口の拡大につきましては、全国からの生徒

募集に向け、「地域みらい留学」に３市３校が登録し、学校の更なる魅力化に取り組むとともに広報活動の充実を図

りました。 （支出済額 ２５９万円）

秋田の将来を支える高い志にあふれる人材の育成についてでありますが、地域に根ざしたキャリア教育の推進につ

きましては、高等学校に職場定着就職支援員２０人を配置するとともに、求人開拓や生徒・保護者に対する情報提供

・進路相談を行ったほか、地域に根ざした企業を紹介する「ふるさと企業紹介」を実施し、県内就職率の向上を図り

ました。 （支出済額 ６，８４０万円）
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社会の変化とニーズに応じた専門教育の推進につきましては、各分野の専門知識や技術を有する外部講師を県立高

校へ派遣し、農業科及び工業科の教員を対象とした研修会を実施することで、最先端の技術を身に付けて活躍できる

人材の育成に向けた専門教育の充実を図りました。 （支出済額 ３４１万円）

確かな学力の育成についてでありますが、新たな時代に対応した「秋田の探究型授業」の推進につきましては、３

０人程度学級を小・中学校全学年で実施し、小学校１８校・中学校４４校に臨時講師・非常勤講師を配置することで

学習集団の少人数化による基礎学力の定着・向上に努めたほか、県立高校においては、授業で１人１台端末を活用す

るなどし、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向けた取組を行いました。

（支出済額 ２億９，０６８万円）

一人ひとりの教育的ニーズに応じた特別支援教育の推進につきましては、教育・医療・福祉等の専門家により構成

する小・中学校、高等学校の各特別支援チームが学校の要請に応じて相談・支援を実施したほか、小・中学校を対象

に実践研修を実施し、通常学級の担任の実践的な指導力の向上を図りました。 （支出済額 ５３万円）

魅力的で良質な教育環境づくりにつきましては、高等学校において、１人１台端末の整備やプログラミング教材の

導入を行ったほか、外部人材を活用した教員研修を実施し、教員のＩＣＴ活用した授業の更なる充実を図りました。

（支出済額 ４億７，３９０万円）

県立学校の老朽化や再編に伴う校舎改築等については、金足農業高等学校ほか４校の工事を計画的に推進している
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ほか、男鹿地区統合校（仮称）の整備に向けて公民連携手法の導入可能性調査に着手するなど、引き続き施設整備を

実施しました。 （支出済額 ４４億６，４６１万円）

私立高等学校を設置する学校法人の運営費や授業料等を補助することで、教育の質の維持向上及び保護者等の経済

的負担軽減を図りました。 （支出済額 １４億１，７９１万円）

教員が児童生徒への指導や教材研究等に、より注力できるようにするため、小・中学校１１４校に学校サポーター

を配置し、教員の負担軽減と児童生徒の学びの充実を図りました。 （支出済額 １億２，３３９万円）

小・中学校等における学習者用端末の整備のため、公立学校情報機器整備臨時対策基金を充て１４市町村へ補助を

行い情報通信技術を活用した教育環境の整備を図りました。 （支出済額 １６億３，８６４万円）

学校・家庭・地域の連携・協働の推進につきましては、学校運営協議会に地域コーディネーター等が参画すること

の重要性を市町村教育委員会へ継続的に周知し、地域とともにある学校づくりの構築に努めました。

（支出済額 ５，０８０万円）

また、防災教育について、教職員研修会や学校訪問、専門的な知識を有する外部指導者の派遣を実施し、家庭・地

域・関係機関等と連携協働した防災教育の重要性について、関係者の理解を深めました。（支出済額 ３１８万円）

グローバル社会で活躍できる人材の育成についてでありますが、グローバル化に対応した英語教育の推進につきま

しては、大学の准教授を講師に招き、中学校・高等学校の英語担当教員が合同で受講する中高連携授業改善セミナー
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を実施し、中学校・高等学校における学びの接続を意識した指導法の共有を図るとともに、発信力の強化を図りまし

た。 （支出済額 １億４，９９２万円）

多様な国際教育の推進につきましては、英語ディベートの普及を図るため、即興型ディベート大会やe-Debate交流

会を通して、生徒の「英語での発信力」「論理的思考力」等の育成に努めました。 （支出済額 ２１万円）

豊かな心と健やかな体の育成についてでありますが、規範意識と自他を尊重する心を育む教育の推進につきまして

は、スクールカウンセラーを活用しながら、いじめや暴力行為等の問題行動を未然に防止するための教育プログラム

を実施するなど、スクールカウンセラー等関係者、関係機関と連携を図りながら、いじめ等の未然防止、早期発見、

解決に向けた取組等を行いました。 （支出済額 ８，６８０万円）

インクルーシブ教育システムの推進につきましては、特別支援学校と小・中学校、高等学校との交流及び共同学習

を実施したほか、全ての特別支援学校が地域の団体等との交流活動を行うなど、障害への理解推進に努めました。

（支出済額 ５３万円）

学校における体育活動の充実と健康教育の推進につきましては、中学校部活動地域移行について、市町村訪問によ

る地域課題の把握・情報共有を進めたことで、課題解決に向けた具体的な取組に着手できるよう基盤整備に努めまし

た。 （支出済額 ３，０３５万円）

生涯にわたり学び続けられる環境の構築についてでありますが、多様な学びの場づくりにつきましては、県民の多
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様な読書のニーズに応えるため、県立図書館において、市町村立図書館や学校図書館向けの展示・貸出セットの追加

や更新を継続して行ったほか、県民の課題を解決するための各種展示等を実施しました。

（支出済額 ３，８８７万円）

良質な文化芸術に親しむ機会の充実と文化遺産の保存・活用につきましては、秋田県文化財保存活用大綱に基づき、

縄文遺跡群に係るワークショップや子ども民俗芸能交流大会の開催により文化財の魅力を発信し、継承活動への意欲

を高めました。また、郷土食調査事業の成果を関係団体等と共有するほか、イベント等で公開する場を設け、郷土食

への関心を高めました。 （支出済額 ５，１７１万円）

第５０回全国高等学校総合文化祭プレ大会開会行事等を開催し、本大会に向けた実務体制の検証を行うとともに、

生徒による主体的な企画・運営やＰＲ活動を実施し、開催に向けた機運の醸成を図りました。

（支出済額 ９，４０１万円）

なお、幼保推進課関係の事業（支出済額７２億３，５２２万円）につきましては、令和８年度より人口戦略部へ所

管が移動しておりますので、説明を省略いたします。

次に、予算の繰越しでありますが、継続費逓次繰越は総額３８億４，３１２万円であり、この内訳は、

横手高等学校整備事業 ２３億４，９７５万円（施行計画の調整のため）

大曲高等学校整備事業 １４億９，３３７万円（施行計画の調整のため）
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となっております。

また、繰越明許費は総額２０億２，７０２万円であり、この内訳は、

県立学校施設等総合管理計画推進事業 １０億４，８４６万円（国の補正予算に伴う補正のほか、施

工時期の都合により、年度内完了が困難になったため）

金足農業高等学校整備事業 ３，６０２万円（施工時期の都合により、年度内完了

が困難になったため）

湯沢高等学校整備事業 ７億７，２０２万円（関係機関との計画調整等に不測の日

数を要したため）

ＡＫＩＴＡ ＤＸハイスクール・ラボラトリー事業

９，２００万円（国の補正予算に伴う補正のため）

ＡＩを活用したグローバル人材育成のための英語教育強化事業

１，５００万円（国の補正予算に伴う補正のため）

高等学校等教育改革促進事業 １，０００万円（国の補正予算に伴う補正のため）

社会教育施設機能強化整備事業 ２，９７４万円（国の補正予算に伴う補正のため）

あきたＭｕｓｅｕｍ機能強化事業 ２，３７８万円（地域未来交付金による翌年度事業の
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年度内交付決定のため）

となっております。

次に、不用額についてでありますが、総額１７億３，３３４万円でありまして、その主なものは、教育庁職員及び

学校教職員に支給する給与費並びに退職手当の実績減による１１億１，２９８万円であります。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

債 権 ４０万円（決算年度中 １１万円の増）

基 金 １３億５，８１６万円（決算年度中 １６億７，４４０万円の減）

となっております。

以上が、教育委員会関係の決算の概要であります。
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令和７年度決算についての警察本部長説明要旨

令和７年度警察本部関係一般会計の歳入歳出決算について、その概要をご説明申し上げます。

はじめに、歳入についてでありますが、予算現額３７億９，９６４万円、収入済額３４億４，９０９万円で、

９０．８パーセントの収入率となっております。

次に、歳出についてでありますが、予算現額２７４億１，０７０万円、支出済額２６８億５，９９５万円で、

９８．０パーセントの支出率となっております。

警察本部では、令和７年秋田県警察運営の基本方針を「安全で安心な秋田を守る力強い警察～県民に寄り添い

県民とともに～」とし、「県民を犯罪等から守るための取組」等の３項目を重点に運営してまいりました。

その主要事業の概要は次のとおりであります。

１点目は、「県民を犯罪等から守るための取組」についてであります。

「特殊詐欺等の被害防止対策と検挙の強化」につきましては、Ｗｅｂ広告、新聞折り込みチラシ、防犯ポスター等

の様々な広報媒体を活用した広報啓発活動、高齢者宅を重点とした巡回連絡、金融機関やコンビニエンスストア等と

連携した水際対策を強力に推進した結果、８４件の事案において被害が未然に防止されました。その一方で、

特殊詐欺等の認知件数は１８２件と依然として深刻な状況にあることから、関係機関との連携を一層強化して
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被害の未然防止に向けた諸対策を引き続き推進してまいります。

（支出済額 ５億４，８９０万円）

２点目は、「交通事故防止のための総合的な取組」についてであります。

「安全で円滑な交通環境の整備」につきましては、老朽化に伴う信号制御機の更新や信号柱の建替、視認性に

優れたＬＥＤ式信号灯器の更新を行ったほか、交通環境の変化や地域の実態に即して、信号機４基を新設するなど交

通環境の整備を推進いたしました。

（支出済額 １４億２，６２１万円）

３点目は、「社会の変化と多様化する脅威への取組」についてであります。

「サイバー空間の安全の確保」につきましては、サイバー空間の公共空間化が進む中、地域社会全体のサイバー

セキュリティ水準の向上を図るため、サイバー防犯ボランティアと連携して広報啓発活動等を推進したほか、

各種法令を駆使した取締りを行い、サイバー犯罪１８７件、６４人を検挙いたしました。

また、サイバー空間の脅威に対処するため、各種研修や教養を行うなど、警察組織全体の対処能力の向上及び知識

の底上げに努めております。

（支出済額 １１億６，０８４万円）

次に、繰越明許費でありますが、総額８，９４２万円であり、この内訳は、
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維持管理及び指定工事事業 １，５５８万円（入札不調により工事期間の確保が困難になったため）

交通安全施設整備・維持管理事業 ４，４７９万円（道路管理者の事業の遅延のため）

交通信号機整備事業 ２，２２０万円（道路管理者の事業の遅延等のため）

交通管制システム整備事業 ６８５万円（入札不調により工事期間の確保が困難になったため）

となっております。

次に、不用額についてでありますが、総額４億６，１３３万円でありまして、その主なものは、給与費の実績減に

よる２億５，８４８万円であります。

次に、財産についてでありますが、決算年度末現在の状況を申し上げますと、

出資による権利 ３億円 （決算年度中増減なし）

となっております。

以上が、警察本部関係の決算の概要であります。
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